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取
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Ｉ
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に
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自然発生的な従来の名所を追認するという形の太政官布達公園は、関東大震災をきっかけとし防災的機能をもつ都
市装置としての都市公園へと変化していく。それは、公園の必要性が従来の「遊観、火除地」機能という側面から
「衛生、防災、避難」機能という複合的側面への変化を意味するものであった。また、それによって計画的な公園造
成が立案される要因となる。この計画公園は、近代的な公園を都市の中に創り上げることの意味であるが、関東大震
災
に
よ
っ
て
導
か
れ
た
近
代
的
公
園
の
必
要
性
は
、
公
共
空
間
と
し
て
認
識
で
は
な
く
、
そ
れ
が
担
う
機
能
へ
の
期
待
に
あ
っ
た
。
し
か
しながら、都市計画公園の計画的な成り行きは、後述のように世界大戦の勃発とともに計画に対する縮小が目立つだ
けではなく、緊迫する社会状況の中で賛沢なものとして扱われるごときであった。
この章においては、都市計画法制をはさんで都市計画公園がいかなる経路によって「施設化」されていくのかを考
察する。まずその所管の変化を見ることにする。
前にも少し触れたが、明治六（一八七三）年一月一五日の大政官布達第一六号によって、公園の認可が始められた
時の公園行政の所管は大蔵省であった。しかし、同（’八七三）年一一月一○日に新たに内務省が設置され、公園事
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ま
た
、
当
時
の
公
園
行
政
と
衛
生
行
政
の
関
係
か
ら
み
て
、
内
務
省
が
衛
生
行
政
を
取
り
扱
う
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
明
治
八
二
八
七
五
）
年
に
内
務
省
の
職
制
が
七
局
に
な
っ
た
時
で
あ
っ
た
。
そ
の
第
七
局
に
「
衛
生
掛
」
が
設
け
ら
れ
、
そ
れ
が
局
に
な
っ
た
の
は
明
治
一
三
（
一
八
八
○
）
年
一
二
月
の
改
正
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
、
明
治
一
九
（
一
八
八
六
）
年
の
「
各
省
官
制
」
改
正
で
は
、
衛
生
局
に
二
課
が
設
け
ら
れ
た
が
、
そ
の
事
務
内
容
の
中
で
公
園
の
字
句
は
見
当
た
ら
な
か
っ
た
。
衛
生
局
が
公
園
を
所
管
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
日
清
戦
争
後
の
明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
以
後
の
こ
と
で
あ
っ
て
、
そ
れ
で
も
官
有
地
の
公
園
の
所
管
は
大
臣
官
房
地
し
か
し
、
こ
の
内
務
省
の
公
園
の
取
り
扱
い
事
務
に
関
し
て
、
課
寮
レ
ベ
ル
で
の
は
っ
き
り
し
た
規
定
は
見
ら
れ
な
い
が
「
諸
遊
観
場
ヲ
開
ク
許
可
シ
之
ヲ
監
督
ス
ル
事
」
と
い
う
当
時
の
庶
務
寮
の
事
務
規
定
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
明
治
六
（
一
八
七
三
）
年
の
太
政
官
布
（２） 
達当時の公園設置に関する事務は、この庶務課において処理されていたと思われる。すなわち、明治六（一八七一二）
年
の
内
務
省
設
置
以
後
、
そ
の
職
制
に
よ
っ
て
事
務
内
容
は
頻
繁
に
変
わ
り
、
公
園
事
務
の
担
当
部
署
は
明
確
で
は
な
か
っ
た
が
、
内
務
省
設
置
の
時
の
明
治
六
（
’
八
七
三
）
年
頃
は
、
遊
観
場
所
所
管
の
庶
務
課
と
官
有
地
所
管
の
地
籍
課
が
と
も
に
そ
の
管
理
を
行
い
、
明
治
一
九
（
’
八
八
六
）
年
の
各
省
官
制
の
制
定
以
後
か
ら
明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
ま
で
は
地
理
局
（
庶
務
局
）
地
籍
課
が
行
っ
て
い
な
っ
た
の
は
、
［（４） 
理課であった。
務
は
内
務
省
に
移
管
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
太
政
官
布
達
第
三
七
五
号
に
よ
る
も
の
で
、
内
務
省
の
内
務
、
外
務
、
大
蔵
、
陸
軍
、
海
軍
、
司
法
、
文
部
、
工
部
の
合
計
八
省
が
定
ま
っ
た
。
こ
の
内
務
省
の
事
務
規
定
に
お
け
る
公
園
関
連
の
事
務
は
「
社
寺
境
内
外
及
公
園
墳
墓
地
ヲ
定
ム
ル
事
」
と
な
っ
て
お
り
、
公
園
行
政
の
規
定
は
内
務
省
設
置
と
同
時
に
、
そ
の
所
管
事
務
と
し
て
定
着
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
（３） 
たとされる。
るＴ
Ｏ－ 
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
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他方、最初に五公園が設けられた奉丞泉府においての公園の事務所管は、庶務鶴『（明治六年）、営繕掛（明治八年）、
土
木
掛
（
明
治
九
年
）
の
順
に
移
り
、
明
治
一
九
二
八
八
六
）
年
の
圭
丞
泉
府
の
庶
務
規
定
改
正
に
と
も
な
い
庶
務
課
の
中
に
「
公
園
（５） 
部」が設けられ、これが奉丞泉における公園職制の始まりであった。その後、明治一二一（’八九八）年に東京市の誕生
と
と
も
に
公
園
事
業
は
土
木
課
、
用
地
関
係
は
地
理
課
、
計
画
関
係
は
市
区
改
正
課
に
分
掌
さ
れ
た
。
ま
た
、
大
正
九
二
九
二
○
）
年
には用地課に「公園掛」が、その翌年には「公園課」が設けられ、その下に「技術」、「公園」、「墓地」の三掛が設置
（６） 
された。この公園課（一二掛）の職制が現在の璽示都における公園担当組織の原型であった。
以上から、明治初期から明治三一（一八九八）年の一般の公園主管が衛生局に移るまでの間は、内務省の中でも公
園事務は重要視されず、公園に関する特別事項があれば、庶務局・県治局・地方局・社寺局などによって個別的に行
われていたことが推察される。また、官有地公園の所管事務については地籍課で行っていたが、明治三一（’八九
八）年の地籍課廃止とともに大臣官房地理課の所管となった一方、昭和三（’九一一八）年の「国有財産法」の制定に
よって、内務省で取り扱っていた官有地の所管事務は大蔵省の所管となった。そのため内務省の地理課は廃止され、
（７） 
内務省の行政財産である道路・河川・溜池および公園の国有地の管理・所管は大臣官房会計課となった。
また、前述したように、明治三一（一八九八）年になってから公園主管は衛生局におかれた。この衛生局は「公衆
衛生」の面から公園を見ていた。しかし、大正七二九一八）年五月に内務大臣官房に「都市計画課」が設けられ、
同
八
二
九
一
九
）
年
に
「
都
市
計
画
法
」
が
制
定
さ
れ
る
と
と
も
に
、
旧
来
の
市
区
改
正
設
計
の
公
園
お
よ
び
都
市
計
画
関
係
公
園
の
事務は、この都市計画課の所管となった。ここから「都市計画」という新たな観点から公園を規定していくことに
なった。その後、大正一一（’九二二）年に「都市計画局」となり、関東震災後の東京および横浜の復興事業の公園
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当時の公園・風致地区制度に関する内務省都市計画担当者の認識は、「都市計画に関する法制」という小冊子（京
都
大
学
に
お
け
る
特
別
講
演
）
の
中
に
、
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
た
。
二
都
市
計
画
法
制
と
公
園
明治二一（一八八八）年の「兎泉市区改正条例」の制定から三○年を経たこの時期、近代的都市計画法制としての
完備性がそれほど十分ではないことへの認識と議論は、新たな都市計画法制の模索へと変化していた。とくに、内務
省系列の「都市研究会（会長後藤新平）」および建築学会の活動が、その中心であった。その後、大正七二九一八）
年五月に、内務省に「都市計画調査会」（勅令第一五四号）が設置され、都市計画に関する六か条の調査要綱を定め
た。その六か条の内容は、①計画区域を予定すること、②交通組織を整備すること、③建築に関する制限を設けるこ
と、④公共的施設を完備すること、⑤路上工作物および地下埋設物の整理方針を定めること、⑥都市計画に関する法
制および財源を調査すること、などであった。とくに、公園・広場・墓苑などの事項は上記④の公共的施設の中に含
（９） 
十よれていた。
事務はこの時期も受けられた「復興院」の所管となる一方、「都市計画局」は再び「都市計画課」となり、復興事業
（８） 
以
外
の
都
市
計
画
公
園
を
所
管
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
衛生上ノ計画、特二上水・下水設備、汚物ノ掃除処分、市場、屠場、墓地、火葬場、公園、名勝地等二対スル施設計画亦都市ノ
拡張発展ノ計画二対応スルヲ要スルャ論ヲ俟タズ。此等ノ施設ハ建築物法ノ規定卜相侯チテ近世都市ノ要求中ノ要点タリ。特一一自
由空地（旧の②の②口目のい］ご『のの）ノ保存ハ最近欧米都市ガ田園都市卜共二最重キヲ措ク点トス。我国法ハ、是等ノ施設亦都市計画卜
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成三）（申）
四
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こ
こ
で
示
さ
れ
た
公
園
の
機
能
は
、
こ
れ
ま
で
の
遊
観
場
所
と
し
て
の
認
識
と
は
違
っ
て
都
市
の
拡
大
・
発
展
上
お
い
て
必
要
不
可
欠
（Ⅱ） 
な「都市施設」として位置づけられるようになったものの、その整備状況は初歩的なものであった。一」の都市施設と
し
て
の
公
園
の
必
要
性
は
、
認
識
だ
け
で
は
な
く
都
市
計
画
と
い
う
法
制
度
お
よ
び
そ
の
重
要
な
手
法
で
あ
っ
た
「
土
地
区
画
整
理
」
を
通
じ
て
具
体
的
に
実
現
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
点
に
お
い
て
、
従
来
の
太
政
官
布
達
と
の
相
違
を
明
確
に
し
て
い
た
。
し
か
も
、
大
正
八
二
九
一
九
）
年
に
制
定
さ
れ
た
「
都
市
計
画
法
」
の
第
一
六
条
に
お
い
て
は
、
「
道
路
、
広
場
、
河
川
、
港
湾
、
公園其ノ他勅令ヲ以テ指定スル施設二関スル都市計画事業一一シテ内閣ノ認可ヲ受ケタルモノニ必要ナル土地ハ之ヲ収
用
又
ハ
使
用
ス
ル
コ
ト
ヲ
得
セ
シ
メ
…
…
」
と
の
規
定
が
組
み
込
ま
れ
て
い
た
。
こ
の
「
土
地
収
容
」
に
関
す
る
都
市
計
画
法
第
一
六
条
の
規
定
は
、
そ
の
後
の
都
市
施
設
と
し
て
の
公
園
の
物
的
基
盤
を
生
み
出
す
重
要
な
根
拠
と
し
て
作
用
し
た
。
言
い
換
え
れ
ば
、
こ
の
都
市
計
画
法
上
の
第
一
一
条
お
よ
び
第
一
六
条
に
か
か
わ
る
規
定
は
、
大
正
一
一
（
一
九
二
二
）
年
以
降
終
戦
ま
で
の
間
、
小
公
園
を
中
心
と
す
る
計
画
公
園
の
物
的
基
盤
で
あ
る
公
園
用
地
の
確
保
を
支
え
た
法
的
根
拠
と
し
て
機
能
し
た
。
そ
れ
は
、
明
治
六
（
一
八
七
三
）
年
の太政官布達以来の法制度による規定であり、昭和三一（’九五六）年に管理法的性格としての「都市公園法」が制
（吃）
定されるまで、この条項によって公園事業の物的土（ロである公園用地が生み出された。
こ
の
時
期
の
「
都
市
計
画
法
」
は
従
来
の
市
区
改
正
条
例
に
比
較
し
て
、
い
く
つ
か
の
点
に
お
い
て
改
善
が
み
ら
れ
て
い
た
。
す
な
わ
ち、都市計画法の法制度上の特徴は、従来の市区改正の観念に比べ、①都市を一つの有機体とする計画性の重視、②
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
四六
シ
テ
経
営
ス
ベ
キ
要
目
卜
為
シ
、
法
ノ
運
用
ニ
侯
タ
シ
メ
タ
ル
ノ
外
、
尚
特
二
公
園
及
名
勝
地
等
自
由
空
地
ノ
保
存
及
其
ノ
風
致
ノ
維
持
二
対
シ
テ
ハ
都
市
計
画
ノ
ー
施
設
ト
シ
テ
風
致
地
区
ヲ
識
ク
ル
コ
ト
ヲ
得
セ
シ
メ
（
法
第
二
条
第
二
項
）
其
ノ
地
区
内
二
於
ケ
ル
建
築
物
、
土
地
二
関
ス
ル
駆
又
ハ
権
（川）
利二関スル都市計画上必要ナル制限ヲ為スコトヲ得セシメ（法第一一条）以テ地区設定ノ目的ヲシテ意義アラシムルヲ期セリ。
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都
市
計
画
制
度
の
制
限
を
設
け
た
こ
と
、
③
地
域
制
度
の
採
用
、
④
土
地
区
画
整
理
制
度
の
採
用
、
⑤
超
過
収
用
制
度
の
認
定
、
⑥
工
作
（旧）
物の収用、⑦受益者負担制度の新設などであった。これ實ｂの特徴の中で、とくに公園に関する項目として注目される
の
が
「
受
益
者
負
担
」
制
度
の
活
用
に
関
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
の
受
益
者
負
担
に
よ
る
公
園
事
業
は
、
土
地
区
画
整
理
に
よ
る
留
保
地
を
公
園
用
地
確
保
の
代
替
手
段
と
し
て
利
用
で
き
る
現
実
的
な
方
法
で
あ
っ
た
。
し
か
も
、
そ
の
施
行
が
「
都
市
計
画
地
方
委
員
会
」
と
い
う
全
国
的
組
織
に
よ
っ
て
各
地
方
に
浸
透
し
て
い
た
こ
と
は
、
都
市
計
画
法
制
が
も
つ
後
見
的
性
格
を
明
確
に
示
す
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
「
都
市
計
画
地
方
委
員
会
」
は
、
最
初
は
大
都
市
の
あ
る府県において設けられていたが、順次全国に広がって行った。もともと「都市計画地方委員会」は、「都市計画法
施
行
令
」
（
大
正
一
一
年
二
月
施
行
）
に
よ
り
「
都
市
計
画
委
員
会
官
制
」
が
公
布
さ
れ
る
と
同
時
に
各
府
県
に
設
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
「
都
市
計
画
地
方
委
員
会
」
は
、
都
市
計
画
の
技
術
的
土
台
を
担
っ
て
い
た
「
事
務
官
」
や
「
技
師
」
ら
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
た
。
各
府
県
に
お
い
て
は
土
木
部
が
設
置
さ
れ
、
そ
の
中
に
都
市
計
画
課
が
設
け
ら
れ
、
地
方
委
員
会
の
技
手
・
技
師
ら
は
県
（Ⅱ） 
の
職
務
を
兼
職
す
る
の
が
通
常
で
あ
っ
た
。
都
市
計
画
に
か
か
わ
る
こ
の
全
国
的
組
織
は
、
大
正
九
（
一
九
二
○
）
年
頃
か
ら
浸
透
し
始
（応）
め、昭和初期にはすでに構造化されるに至ったとされる。すなわち、「後見性」を支一える法規定とその実行力とが、
「制度」と「組織」において統合された。
三
都
市
計
画
講
習
会
と
公
園
調
査
の
展
開
大
正
八
（
一
九
一
九
）
年
に
都
市
計
画
法
が
公
布
さ
れ
、
大
正
一
二
（
一
九
一
一
三
）
年
に
帝
都
復
興
計
画
が
立
案
さ
れ
る
ま
で
の
時
期
は
、
都
市
計
画
の
草
創
期
で
あ
っ
た
。
後
藤
新
平
、
佐
野
利
器
、
池
田
宏
ら
が
中
心
と
な
っ
て
都
市
計
画
法
の
普
及
啓
蒙
の
た
め
の
各
種
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
四七
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八
講演会が全国的に行われていた。とくに、大正一○（’九二二年に行われた第一回「都市計画講習会」は、その対
象を全国各市の職員とする本格的なものであった。
この講習会では、明治神宮の造営を手がけてきた技師の折下吉延が「公園計画」を題として最初の公園緑澆地計画論
と呼ぶべき講演を行った。この内容は全部で五章から構成され、「都市計画に於て公園計画の切要を論ず」、「欧米に
おける最近の公園計画」、「将来我国大都市の公園計画」などが論じられた。その内、とくに注目されるのは、この講
演の第二章において、「公園計画は都市計画において第一に考えければならぬものである……公園は後からでは容易
に出来ない間に合わない、公園計画が最も先に成すべき事である……」と説いた上、将来の公園計画において必要と
（肥）
される点をいくつか取り上げていた。このいくつかの必要とされた事項は、公園緑地計画の原点とも評価されるもの
で、「①先ず計画を建て、土地を購入せよ、②須く在来の風致的箇所の利用に力めよ、③理想的散歩道ならびに運動
場本位の公園の増設、④公園計画に対する財政政策（普通の課税制度、特別賦課税制度、公債政策）」などが主な内
容であった。この公園計画のために必要とされた四つの事項は、理想的な公園計画を進める際の指針でもあるが、戦
（Ⅳ） 
前かつり現在にかけてこの四つの点は充足されていないのが現状である。
他方、公園に対する内務省の認識とその変化は明治二○年代以降行われた「公園調査」の内容から推察することが
で
き
る
。
す
な
わ
ち
、
明
治
二
○
年
代
に
入
っ
て
か
ら
全
国
に
お
け
る
公
園
の
実
態
把
握
の
た
め
の
公
園
調
査
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た。すなわち、内務省の地理局・県治局による公園調査が行われたのは、明治二四（’八九二年に埼玉県に対して
送った公園調査の照会がその始まりであった。この時期の公園調査の目的は、公園組織上における必然性はなく、む
しろ明治一一二（一八八九）年の「市制・町村制」、明治二四（一八九一）年の「府県制・郡県制」施行による「官有
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財
産
管
理
規
則
（
明
治
二
三
年
施
行
）
」
の
整
理
す
る
上
で
必
要
で
は
な
か
っ
た
の
か
と
推
察
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
官
有
財
産
管
理
規
則の「府県に譲与する旨の記載」（第一二条及び第一三条の規定）によって公園用地として官有地を必要とする場合
などという規定があり、財産の区分を確認する必要が生じたからであった。もちろん、この規則は包括的なもので、
官
有
財
産
の
維
持
管
理
を
明
確
す
る
こ
と
が
目
的
で
あ
っ
た
。
初
期
公
園
行
政
の
成
立
期
に
あ
っ
て
は
各
府
県
の
管
理
下
に
あ
っ
た
公
園
に
つ
い
て
も
調
査
の
対
象
と
さ
れ
、
県
治
局
が
加
わ
り
実
態
調
査
を
進
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。
す
で
に
明
治
二
二
（
一
八
八
九
）
年
の
内
務省令第一号一「従来各府県下二存在スル公共ノ財産」により、公園は府県において管理する旨が達せられており、今
（旧）
回
の
公
園
調
査
は
そ
の
進
展
具
合
を
調
べ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
内
務
省
は
、
こ
の
内
務
省
令
第
一
号
よ
り
先
の
明
治
二
○
二
八
八
七
）
年
の
内
務
省
訓
令
第
四
四
号
で
、
府
県
管
理
の
公
園
に
対
し
、
各
公
園
の
「
維
持
保
存
方
法
経
費
徴
収
方
法
」
に
つ
い
て
同
二
○
二
八
八
七
）
年
一
二
月
ま
で
に
報
告
す
る
よ
う
訓
令
し
て
い
た
。
さ
ら
に
、
内
務
省
は
、
公
園
調
査
後
の
明
治
二
四
（
’
八
九
一
）
年
の
内
務
省
訓
令
第
四
六
四
号
を
通
じ
て
、
「
市
町
村
に
お
い
て
維
持
保
存
し
て
い
る
公
園
地
の
使
用
・
使
用
料
の
徴
収
な
ど
は
慣
例
に
よ
る
こ
と
」
な
ど
を
通
達
し
て
お
り
、
地
方
庁
移
管
後
の
公
園
の
維
持
管
理
の
方
針
を
指
示
し
て
い
た
。
し
か
し
、
こ
の
明
治
の
公
園
調
査
は
、
埼
玉
県
の
公
園
調
査
の
場
合
か
ら
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
そ
の
調
査
（四）
標
が
出
来
上
が
る
ま
で
四
年
の
時
間
を
要
し
て
お
り
、
各
府
県
の
公
園
調
査
は
進
ま
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
大
正
九
二
九
二
○
）
年
に
な
り
、
今
度
は
内
務
省
衛
生
局
か
ら
通
達
第
二
七
四
号
「
公
園
調
査
二
関
ス
ル
件
」
が
各
府
県
に
照
会
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
明
治
三
九
二
九
○
六
）
年
以
後
、
各
府
県
の
裁
量
に
任
さ
れ
て
い
た
公
園
設
置
に
関
す
る
実
態
を
把
握
す
る
必
要
が
生
じ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
そ
の
契
機
と
な
っ
た
の
が
、
大
正
八
二
九
一
九
）
年
に
公
布
さ
れ
た
「
都
市
計
画
法
・
市
街
地
建
物法」であった。また、都市計画法・市街地建物法の施行直前、内務省は六大都市の市長を召集し都市行政に関する
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
四
九
Hosei University Repository
その後、大正一○（’九二一）年には、衛生局だけではなく地理課・都市計画課との三者による公園調査が行われ
た。公園地の大半が社寺境内であることから地理課抜きでの実態把握は困難であったし、市区改正期にあっては都市
計画課の現状把握は必要であった。今回の公園調査はその内容において、前回（大正八年）の公園調査に比べ格段詳
細
な
も
の
と
な
っ
て
い
て
、
そ
の
「
目
的
」
中
の
「
知
育
教
化
施
設
」
の
項
で
は
項
目
と
し
て
「
知
育
教
化
」
と
い
う
、
い
わ
ば
公
園
施
（型）
設による啓蒙をあげているところが見一える。しかし、公園調査の結果は公園の現状から判断されるよう、その大勢は
都市計画の射程にはない状況であった。つまり、この時期の公園調査は、結果的に都市計画法の中に公園法制を持ち
〈泌〉
込むことの難しさおよび中央と地方における公園の実体の乖離を一不すだけであった。
昭和一一（’九一一一六）年には、再び内務省による公園調査が全国的に行われた。それは、昭和八（一九二三）年の
「都市計画法」の改正によって、その適用範囲が町村レベルまで拡大したことおよび近年の市町村における著しい人
口増加によるものであった。この公園調査は、それまでの公園調査に比べ、実務的な側面が強い。それは、都市計画
法
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協議を行っていた。一八項目にわたる協議項目の中で「公園に関する事項」として、「（｜）市外公園施設要綱、（二）
（知）
市
内
各
地
に
小
公
園
を
施
設
す
る
方
針
」
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
た
。
大正九（’九二○）年の公園調査時点において、当時全国の府県における公園・遊園の数は約八五六か所であっ
た）。これらの公園・遊園のうち衛生局が主管とすべき都市公園、すなわち、空気の浄化、あるいは市民の健康維持
（即）
のための必要な近代的意味での都市公園の数はわずかであった。ちなみに、大正八（’九一九）年の公園調査では、
そ
の
公
園
数
は
全
体
の
約
一
○
％
、
そ
の
面
積
に
し
て
は
五
％
あ
ま
り
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
し
か
も
、
そ
の
大
半
は
従
来
の
社
寺
境
内
で
あ
り
、
旧
名
所
で
あ
っ
た
。
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四
「
東
京
公
園
計画醤」
話
は
遡
る
が
、
関
東
大
震
災
の
直
前
、
す
な
わ
ち
都
市
計
画
法
が
制
定
さ
れ
た
大
正
八
二
九
一
九
）
年
頃
か
ら
東
京
市
お
よ
び
内
務
省の公園関係者・専門家の間では、公園計画の標準ないし設置基準などに関する議論が盛んに行われていた。その背
景には、都市計画法の中に公園および風致地区の設定に関する条項が定められたことや外国公園理論の紹介と、大正
九
二
九
二
○
）
年
に
お
け
る
公
園
の
増
設
・
改
善
に
対
す
る
陳
情
な
ど
が
あ
っ
た
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
五一
事
業
が
進
展
す
る
中
で
都
市
計
画
区
域
に
あ
る
既
存
公
園
の
整
備
の
方
針
を
出
す
こ
と
が
至
急
の
問
題
に
な
っ
て
き
た
た
め
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
内
務
省
は
人
口
増
加
率
が
顕
著
な
人
口
一
万
以
上
の
町
村
に
も
適
用
す
る
必
要
性
を
感
じ
、
公
園
は
地
方
に
お
い
て
も
都
市
計
画上不可欠な都市施設として、大正の公園調査より厳密な準備が用意された。この昭和一一（’九三六）年の公園調
査
の
内
容
と
そ
の
過
程
か
ら
見
て
、
内
務
省
の
公
園
政
策
に
対
す
る
認
識
の
変
化
が
あ
っ
た
こ
と
は
確
か
で
あ
る
が
、
そ
の
目
的
は
本
来
の公園機能を強化するようなものではなく、あくまで都市計画上の都合によって促されたように考えられる。その動
向
は
、
こ
の
昭
和
二
（
一
九
三
六
）
年
の
公
園
調
査
を
前
後
と
し
て
活
発
に
行
わ
れ
た
「
都
市
計
画
主
任
官
会
議
」
の
議
論
内
容
か
ら
推察できるところである。すなわち、昭和八（一九三三）年以来、中止されていた都市計画主任官会議が召集される
こ
と
と
な
り
、
昭
和
一
一
（
’
九
三
六
）
年
の
会
議
に
お
い
て
は
、
公
園
整
備
の
方
針
に
つ
い
て
次
の
よ
う
な
注
意
事
項
が
伝
え
ら
れ
た
。
「
第
一
に
、
公
園
内
に
お
い
て
公
園
用
以
外
の
施
設
は
許
可
し
な
い
こ
と
、
第
二
に
、
既
存
の
公
園
用
以
外
の
施
設
は
計
画
的
に
整
理
す
る
方
針
を
立
て
る
こ
と
、
第
三
に
、
公
園
施
設
の
充
実
・
清
掃
浄
化
を
計
り
、
公
園
の
保
持
す
る
こ
と
、
第
四
に
、
公
園
拡
張
が
可
能
な
（別）
も
の
は
拡
張
計
画
を
立
て
る
こ
と
」
な
ど
で
あ
っ
た
。
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五
「
帝
都
復
興
院
」
の
設
置
大正九二九二○）年の関東大震災から復興を目指し、同年九月「帝都復興審議会」が発足した。また、復興計画
（”〉
お
よ
び
そ
の
事
業
を
実
施
す
べ
き
官
庁
と
し
て
、
後
藤
新
平
を
総
裁
と
す
る
「
帝
都
復
興
院
」
が
設
置
さ
れ
た
。
復
興
事
業
の
総
予
算
は
、
（朗）
大正一二（一九二一一一）年の閣議決定によって明らかになったが、その内訳は表一一の一のとおりであった。
法
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前述のとおり、大正一○（一九二一）年四月は奉丞泉市において職制が改正され、公園課が設けられる時期であった。
これまで公園に関する事務は、用地課の公園係の担当であった。この公園課は、翌年一○月の職制改正で、その分野
を「技術、公園、墓地」の三係制となっていた。この東京市における公園担当組織の独立は、内務省において公園組
織が設置される以前のことであり、最初の公園行政組織であった。この重呈巾公園課は井下清を中心に、都市計画法
に基づき「公園予定地調査」を行っていた。この調査は、大正一一一（一九二三）年八月に都市計画東京地方委員会の
一「雷丞泉公園計画書」に反映された。この「東京公園計画書」の櫛成は、①公園配置図、②公園総面積、③公園種類、
④公園種類別総面積と人口一人当たり種類別面積、⑤公園種類別標準面積、⑥公園種類別誘致半径、⑦公園系統の順
（路）
で
あ
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
公
園
種
類
別
人
ロ
ー
人
当
た
り
面
積
の
割
り
出
し
方
法
が
こ
こ
に
お
い
て
初
め
て
使
用
さ
れ
た
。
また、「公園系統」という概念が紹介され、次のように説明された。すなわち、「放射・環状道路および交通機関に
よ
り
必
要
と
す
る
公
園
を
相
互
連
絡
し
、
個
々
の
公
園
を
一
群
の
公
園
と
し
、
さ
ら
に
、
こ
れ
を
総
合
し
て
効
果
あ
る
系
統
を
完
成
す
る
」
の
が
初
期
の
公
園
系
統
の
内
容
で
あ
っ
た
。
こ
の
公
園
系
統
に
つ
い
て
は
、
「
奉
丞
泉
駅
中
心
と
し
、
一
里
圏
、
二
里
半
、
四
里
圏
、
（鉛）
夫
々
環
状
お
よ
び
放
射
道
と
連
繁
さ
せ
る
」
と
の
説
明
が
付
い
て
い
た
。
Hosei University Repository
他
方
、
「
帝
都
復
興
院
評
議
会
」
に
お
い
て
は
、
帝
都
復
興
院
総
裁
で
あ
っ
た
後
藤
新
平
の
諮
問
「
復
興
計
画
区
域
及
復
興
計
画
ノ
規
模二関スル件」に対する返答の中に、公園の設置に関して、「官公有地ヲ公園用地トスルモノノ他数箇所二遊園ヲ設
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
五三
そ
の
う
ち
、
公
園
費
の
全
体
予
算
に
対
す
る
構
成
比
は
○
．
○
二
七
％
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
同
年
二
月
に
開
か
れ
た
帝
都
復
興
院
の
「
参
与
会
議
」
お
よ
び
「
帝
都
復
興
院
評
議
会
」
の
審
議
の
中
で
、
復
興
公
園
に
関
す
る
考
え
方
は
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
、
公
園
に
関
す
る
関
心
の
高
さ
を
示
し
て
い
た
。
ま
ず
「
参
与
会
議
」
に
お
い
て
は
、
「
既
設
ノ
公
園
ヲ
整
理
拡
張
ス
ル
ト
同
時
二
新
二
適
当
ノ
位
置
二
各
種
公
園
ヲ
設
置
シ
、
就
中
、
大
、
中
ノ
公
園
ハ
之
ヲ
公
園
連
絡
広
路
又
ハ
幹
線
広
路ニョリ互二系統的二連絡セシメ以テ全市ノ公園ヲ有機的一一
（鋤）
活用セシムルコト」という「公園系統（勺四『六三座『）」に近
い
考
え
が
示
さ
れ
、
都
市
内
の
公
園
を
連
結
し
た
公
園
づ
く
り
が
目
指
さ
れ
た
。
ま
た
、
「
諸
設
備
ハ
平
時
ニ
ハ
市
ノ
装
飾
卜
保
健
ノ
用
二
資
シ
、
非
常
ノ
際
ニ
ハ
何
レ
ノ
住
民
モ
数
町
ノ
距
離
一
一
シ
テ
公
園
又
ハ広路二出デ、安全二避難シ得セシムルヲ目的トシテ設計スルコト」とされ、復興公園計画における公園の機能は、
「
平
時
」
と
「
非
常
時
」
と
い
う
二
つ
の
機
能
を
内
包
し
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。
し
か
し
、
そ
の
後
参
戦
が
確
実
な
こ
と
と
な
る
に
つ
れ
、
非
常
時
の
機
能
が
主
機
能
と
し
て
定
着
し
て
い
た
。
そ
れ
は
、
大
規
模
の
緑
地
に
対
す
る
国
家
財
政
の
役
人
か
ら
読
み
と
れ
る
と
こ
｛弧）
ろであった。
表２－１束京復興事業費内訳
項 事業費目
街路（鉄軌道共）
河川迦河
港湾
上水道
下水道
教育機関・庁舎・市場・病院
公園
700万円
８５万円
３０万円
５万円
110万円
100万円
３０万円
３万円
５万円
３１万円
区画襲理
塵芥処理施設
事務費
総； 1,100万円
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六
復
興
公
園
の
配
題
案
こ
の
復
興
院
か
ら
帝
都
復
興
評
議
会
に
提
出
さ
れ
た
議
案
の
中
で
、
「
公
園
の
配
置
」
に
関
す
る
内
容
を
そ
の
後
の
「
帝
都
復
興
審
議
会
」
に
お
け
る
修
正
案
、
決
定
案
と
比
較
す
れ
ば
表
二
の
こ
の
と
お
り
で
あ
る
。
最
初
の
復
興
評
議
会
提
出
案
に
お
い
て
は
、
焼
失
跡
地
に
は
な
る
べ
く
公
園
を
つ
く
り
、
児
童
用
に
提
供
す
る
と
い
っ
た
計
画
内
容
は
、
順
次
復
興
を
必
要
と
す
る
小
学
校
付
近
に
限
定
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
復
興
計
画
公
園
の
計
画
案
が
審
議
会
に
お
い
て
議
決
さ
れ
て
い
る
間
、
震
災
後
の
復
興
計
画
に
つ
い
て
は
、
震
災
を
際
し
て
国
土
・
都
市
を
改
造
し
よ
う
と
す
る
「
積
極
論
」
と
、
財
政
お
よ
び
被
害
者
の
た
め
に
緊
急
に
行
う
必
要
が
あ
る
た
め
復
興の程度に留めるべきであるとする「消極論」との意見対立があった。後藤新平（震災復興院総裁）が前者の代表役
この「帝都復興院評議会」においては、公園の必要には一致した認識が示されており、「将来的には財政が許す限
り、公園は新設・拡張すべきである」との意見が支配的であった。それは、評議会の第一委員会の決定要領として議
決
し
た
「
公
園
及
市
場
ノ
件
」
の
中
に
、
「
七
、
公
園
及
分
市
場
ハ
出
来
得
ル
限
り
之
ヲ
増
設
ス
ル
コ
ト
、
公
園
ノ
候
補
地
ト
シ
テ
ハ
砲
兵
工
廠
及
樋
秣
廠
跡
隅
田
川
両
岸
ノ
如
キ
ヲ
考
慮
ス
ル
コ
ト
。
八
、
官
有
地
ハ
可
成
公
園
敷
地
ト
シ
テ
無
償
ニ
テ
市
二
下
附
セ
ラ
レ
タ
キ
コ
ト
」
を
要
請
し
て
い
た
こ
と
か
ら
伺
え
る
。
出された。
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
五四
（訓）
ヶ
尚
出
来
得
ル
限
り
焼
跡
地
域
内
二
於
ケ
ル
小
学
校
地
ヲ
児
童
公
園
ノ
用
ヲ
兼
ネ
シ
メ
ム
ト
ス
」
と
い
う
内
容
が
載
せ
ら
れ
て
い
た
。
が
、
官公有地を直ちに公園にすることへの議論は、「まだ確定されたことではないので、今のところは焼け地区の小学校
の
敷
地
を
拡
張
し
、
児
童
が
遊
べ
る
よ
う
公
園
を
兼
ね
た
遊
園
地
や
児
童
公
園
を
配
置
す
る
の
が
望
ま
し
い
」
と
の
こ
と
が
意
見
と
し
て
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で
あ
っ
た
が
、
震
災
復
興
計
画
は
粁
余
曲
折
の
結
果
、
復
興
公
園
の
総
事
業
費
は
当
初
予
（亜）
算
の
半
分
で
あ
る
一
、
五
○
○
万
円
、
総
面
積
は
一
八
万
四
千
坪
と
な
っ
た
。
ところが、事業当事者であった東京市においては、「焼け跡に新たな公園
を設けることは公園敷地に隅々当った震災被害者を追い出し、その生活の根
拠を奪うことなので、震災直後これを強行することは行政当局の情において
は
し
の
び
得
な
い
」
と
い
う
理
由
と
、
当
時
「
土
一
升
金
一
升
」
と
い
わ
れ
た
高
い
地
価
の
補
償
を
必
要
と
し
た
た
め
に
、
震
災
の
契
機
と
し
公
園
が
災
害
防
止
・
避
難
地
の
た
め
に必要な都市施設であるとの理解と認識が拡大されていたにもかかわらず、
（調）
そ
の
実
施
は
現
実
的
に
困
難
で
あ
っ
た
。
こ
の
た
め
、
小
公
園
の
敷
地
獲
得
は
す
べ
て
区
（鍵）
画
整
理
に
よ
っ
て
生
み
出
す
手
法
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
中
央
政
府
の
計
画
で
あ
っ
た
大
公
園
は
大
面
積
の
邸
宅
地
、
埋
め
立
て
な
ど
の
場
所
を
選
ん
で
行
う
こ
と
に
な
っ
た
。
震災復興にかかわる公園事業の特徴としては、①河岸公園として隅田公園、
海
浜
公
園
と
し
て
山
下
公
園
を
造
っ
た
こ
と
、
②
浜
町
公
園
、
錦
糸
公
園
お
よ
び
神
奈
川
公園を近隣公園のモデルとして造ったこと、③小公園（児童公園）を多数新
設し、適当な距離に配分したこと、またこれに備えた遊戯器具を改良して近
代的児童公園を設けたこと、④国が初めて民有地を買収して公園を造成した
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成三）（申）
表２－２帝都復興における帝都復興審議会公園計画案の変化
提出案
官公有地ヲ公園地トス
ルモノノ外数ヶ所二遊
園ヲ設ケ尚出来得ル限
り焼跡地域内二於ケル
小学校地を拡張シ児童
遊園ノ用ヲ兼ネシメン
トス
修正案 議決案
公園ノ配置二於テ東京
横浜両市ノ分共大体賛
成ヲ表シ各公園ノ消防
二要スル充分ノ貯水設
備ヲ為サシメルコト
公園ハ主トシテ官有地等ノ整理
二従上漸ヲ逐ヒテ之力配睡ノ適
切ナルヲ期シ取ヘス東京及横浜
二各左ノ数公園ヲ開設スルト共
二月リニ出来得ル限り焼失地域内
二於テ復興ヲ必要トスル小学校
ノ付近二児童公園ヲ投クルヲ得
シム
五
五
資料の内容に基づき筆者作成
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七
「
公
園
計
画
基
本
案
」
（邪）
他方、前述の「東京公園計画書」の内容は、翌年内務省の公園協議〈玄において成案とされた「公園計画基本案」に
受け継がれた。この「公園計画基本案」は、後の昭和八（一九三三）年に行われた内務省主催「全国都市計画主務官
会議」において、通達される「公園計画標準」の土台となったものであった。この基本案の中において、公園の種類
は、①児童公園、②近隣公園、③都市公園、④自然公園、⑤運動公園、⑥道路公園の六種類とされ、また公園計画区
（調）
域は、都市交通機関の便利を図り、市民生活中心地より「約一時間内の区域」が標準とされた。都市公園という用語
が正式な名称として定着するのはこの「公園計画基本案」においてであった。
こ
の
「
公
園
計
画
基
本
案
」
を
検
討
し
た
「
公
園
協
議
会
」
と
は
、
大
正
一
○
（
一
九
二
一
）
年
末
内
務
省
に
お
い
て
開
か
れ
て
い
た
公園の諸標準に関する研究会であった。その中心人物は、当時内務省技師技術課長であった笠原敏郎の他に、東京
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
五六
（鍋）
こ
と
、
⑤
区
画
整
理
に
よ
っ
て
初
め
て
小
公
園
用
地
を
生
み
出
し
た
こ
と
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
とくに、近隣公園の造成と小公園の設置は、この時期初めてみられた新たな動きであった。「近隣公園」というも
のは、アメリカの都市計画において近隣地区の中心に公園を設ける公園のことで、住区内住民が利用する公園として
（鍋）
名付けられたものであった。欧米の公園計画においては基幹的な要素をなす公園であり、その概念は早くから紹介さ
（訂）
れており、政府施行の大公園一二か所の内、浜町公園が近隣公園のモデルとして試作された。この浜町公園の中には、
広場、散歩円路、休憩所、児童遊戯場、プール（防火貯水槽の機能を兼ねる）などの施設が設けられ、付近住民の各
年岬瞳層の利用と同時に、災害などの非常時には避難地ともなるよう約一万二千坪の大規模公園として造成された。
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八
「
都
市
計
画
主
任
官
会
鑓
」
大
正
八
二
九
一
九
）
年
に
内
務
省
は
都
市
計
画
法
を
施
行
し
て
、
次
第
に
五
大
都
市
に
適
用
し
、
中
都
市
に
ま
で
拡
大
し
て
い
た
。
この都市計画法に基づき、正式に都市計画決定された最初の公園は、前述の大正一三（一九二四）年一一一月一一一一日に決
定
し
た
璽
泉
復
興
公
園
の
大
公
園
三
か
所
、
面
積
約
六
万
七
千
坪
で
あ
っ
た
。
他方、この都市計画の適用が全国に拡大されることにともない都市計画による公園開設も全国的なものへと変化し
ていた。この公園計画の全国的な広がりを担っていたのは、内務省が主催していた「都市計画主任官会議」と前述の
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
三
）
（
申
）
五
七
この「公園計画基本案」の意義は、従来から東京市区改正条例までの公園に関する基盤が伝統的な社寺境内および
江戸の名勝古跡にあり、その根拠も太政官布達に基づいて行われていたものを、都市計画法制に基づく近代的施設基
準としての標準に転換させたことにある。すなわち、この大正一二（’九一一三）年の「公園計画基本案」は、その後
昭
和
八
（
一
九
三
三
）
年
の
内
務
省
に
お
い
て
開
か
れ
た
都
市
計
画
主
務
官
会
議
の
議
題
、
「
公
園
計
画
ノ
確
立
二
関
ス
ル
件
」
お
よ
び
「風致地区二関スル件」の中で示された、「公園及風致地区調査資料」と「公園計画標準」として定着していくことと
（杣）
なった。その後、この「公園計画標準」は各種公園計画に関する全国的指針として通達され、昭和四一二（’九六八）
〈躯）
年
の
都
市
計
画
法
の
改
正
（
新
法
）
ま
で
の
長
い
間
、
す
べ
て
の
公
園
計
画
に
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
（㈹）
画標準となった。
府・東京市などの時の公園関係者数十人が毎月一～二回位の協議会を開き、公園の基準を研究討論して、公園計画に
つ
い
て
の
一
通
り
の
成
案
を
得
て
い
た
。
そ
れ
が
、
当
時
の
都
市
計
画
法
令
に
基
づ
い
て
、
内
務
省
か
ら
示
さ
れ
た
「
公
園
の
部
」
の
計
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
五八
「都市計画地方委員〈三であった。
中
央
政
府
に
は
、
内
務
省
内
に
「
都
市
計
画
課
」
が
、
主
要
府
県
内
に
は
国
の
地
方
機
関
と
し
て
の
府
県
と
は
独
立
し
た
「
都
市
計
画
地
方
委
員
会
」
が
そ
れ
ぞ
れ
設
け
ら
れ
た
。
こ
こ
で
、
立
案
し
た
計
画
を
内
務
省
に
申
請
し
、
内
務
省
都
市
計
画
課
が
こ
れ
を
審
査
是
正
し
て
、
大
臣
か
ら
そ
の
地
方
委
員
会
に
案
を
諮
問
す
る
手
順
で
あ
っ
た
。
そ
の
手
続
き
を
経
て
、
内
務
大
臣
は
地
方
委
員
会
（
会
長
は
知
事
）
の
答
申
を
得
て
、
こ
れ
を
決
定
し
告
示
す
る
仕
組
み
で
あ
っ
た
。
前
に
も
述
べ
た
よ
う
に
、
こ
の
「
都
市
計
画
地
方
委
員
会
」
に
は
、
国
の
官
吏
で
あ
る
事
務
官
、
技
師
な
ど
の
職
員
が
配
属
さ
れ
、
立
案
な
ど
の
事
務
を
担
当
し
た
。
そ
し
て
都
市
計
画
に
関
す
る
様
々
な
調
（卿）
査
が
進
め
ら
れ
、
地
方
都
市
も
都
市
計
画
法
に
基
づ
く
街
路
な
ど
の
計
画
決
定
が
な
さ
れ
た
。
ま
た
、
都
市
計
画
法
の
制
定
に
と
も
な
い
内
務
省
は
度
々
都
市
計
画
を
担
当
す
る
各
責
任
者
を
招
集
し
、
全
国
的
な
都
市
計
画
会
議
を
開
催
し
た
。
そ
の
う
ち
、
公
園
に
関
す
る
重
要
な
会
議
は
、
大
正
一
三
（
一
九
二
四
）
年
お
よ
び
昭
和
二
（
一
九
二
七
）
年
の
「
全
国
都
市
計
画
主
任
官
会
議
」
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
大
正
一
三
（
一
九
二
四
）
年
の
「
全
国
都
市
計
画
主
任
官
会
議
」
に
お
い
て
は
、
公
園
に
つ
い
て
の
「
公
園
系
統
計
画
根
本
調
（州）
査二関スル件」が指一不された。この中で、「公園計画基本案」が「内務省都市計画局私案」として提示された。とく
に
、
こ
の
「
都
市
計
画
主
任
官
会
議
」
に
お
い
て
、
内
務
省
は
都
市
計
画
に
関
す
る
当
面
の
問
題
に
つ
い
て
指
示
す
る
と
と
も
に
、
地
方
主
任
官
と
協
議
を
行
っ
た
。
五
日
間
に
わ
た
っ
て
行
わ
れ
た
会
議
で
の
議
題
は
、
①
都
市
計
画
宣
伝
一
々
法
、
②
市
街
地
建
物
法
施
行
令
と
同施行規則の改正を要する事項、③土地区画整理を有効適切に実施する＋〃法、④公園計画に関する事項、⑤都市計画
（鴨）
法と市街地建物法およびその他の付属規定が〈己まれていた。そのうち都市計画法の施行に際して、計画に関する主要
な
議
題
は
公
園
計
画
に
関
す
る
事
項
だ
け
で
あ
り
、
こ
の
時
期
か
ら
公
園
に
対
す
る
内
務
省
の
認
識
は
順
次
成
熟
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
｡ 
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九アメリカ公園の影響と「公園系統（Ｊ「大のくの３ョ）」の変容
近
代
的
都
市
公
園
に
対
す
る
考
え
方
が
明
治
期
を
通
じ
て
伝
番
さ
れ
た
こ
と
は
述
べ
た
と
お
り
で
あ
る
が
、
当
時
の
公
園
の
規
範
な
い
し
モ
デ
ル
は
、
主
に
「
イ
ギ
リ
ス
」
と
「
ド
イ
ツ
」
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
明
治
末
期
よ
り
大
正
初
期
に
か
け
て
、
都
市
に
お
け
る
計
画
的な公園の新設が都市問題ならびに都市衛生の側面から議論されるにつれ、アメリカの「公園系統（Ｆ【【の房〔の曰）」
に関する情報の紹介が頻繁に行われるようになった。とくに、公園を単独に設けるより、多くの公園を連携し、ある
いは機能の異なった公園を適当に配置しようとする考えは、明治末期においてすでに紹介されていた。アメリカにお
いて設けられた最初の近代的都市公園は、’七三三年にニューヨークに造られた「ボーリンググリーン」という小公
園
と
さ
れ
て
い
る
が
、
一
八
二
四
年
に
ボ
ス
ト
ン
の
コ
モ
ン
を
市
が
買
収
し
、
公
園
造
成
に
着
手
し
た
の
が
本
格
的
な
都
市
公
園
整
備
の
嚥矢であったといわれる。一八五○年代を境に、－－１１ヨーク市のセントラル・パーク（一八五一年）、フィラデル
都市公園政策の歴史的変遷過程における－１機能の社会化」と政策形成（二）（申）
五
九
次
の
昭
和
二
（
一
九
二
七
）
年
の
会
議
に
お
い
て
は
、
「
区
画
整
理
審
査
標
準
」
が
示
さ
れ
た
。
こ
の
区
画
整
理
に
関
す
る
標
準
と
は
、
｜‐都市計画によって施行される土地区画整理において全施行面積の三％を留保し、それを公園地に充てる」という内
〈妬）
容であった。その後、公園の整備に関する内容は、昭和八（一九一二一一一）年以降中止されていた都市計画主任管会議が
召
集
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
昭
和
二
（
一
九
三
六
）
年
の
会
議
に
お
い
て
内
務
省
は
、
「
公
園
整
備
の
方
針
」
に
つ
い
て
、
①
公
園
内
において公園用以外の施設は許可しないこと、②既存の公園用以外の施設は計画的に整理する方針を立てること、③
公
園
施
設
の
充
実
・
清
掃
浄
化
を
計
り
、
公
園
の
保
持
す
る
こ
と
、
④
公
園
拡
張
が
可
能
な
も
の
は
拡
張
計
画
を
立
て
る
こ
と
、
な
ど
の
注意事項を提示した。
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に造られるようになった。
〈相）
「公園系統（勺臼『丙の『の（の曰）」という一一一一口葉は、主にアメリカの都市計画上における計画的公園づくりの手法であり、
（⑬） 
都
市
計
画
に
お
い
て
公
園
を
一
つ
の
連
携
し
た
シ
ス
テ
ム
と
し
て
捉
・
え
る
考
え
方
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
一
つ
の
公
園
を
「
公
園
道
路
（勺胃【言國富）」を通じて他の公園に結び付け、全体としての公園機能の効用を高める一々法であり、当時アメリカの大
都市において採用されていた。公園と公園を連結する道路を「公園広道（国・巳のぐ四ａの）」と呼び、全都市に一つの公
園
体
系
を
立
て
る
こ
と
が
「
公
園
系
統
」
と
し
て
紹
介
さ
れ
て
い
た
。
と
こ
ろ
が
、
こ
の
概
念
が
紹
介
さ
れ
た
当
時
は
公
園
系
統
と
い
う
訳語に対し「Ⅳ『丙の扇一の日」と公園道路を指す「勺日丙ゴミの」が混用され使われていることから、当時においては確
定
し
た
概
念
で
は
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
こ
の
パ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
が
登
場
す
る
頃
の
ア
メ
リ
カ
は
、
産
業
革
命
の
進
展
に
し
た
が
い
急
激
な
工
業
化
、
都
市
化
の
進
行
と
』
碑
外
か
ら
の
移
民
の
大
量
な
流
人
に
よ
り
、
大
都
市
に
お
け
る
生
活
環
境
の
悪
化
が
大
き
な
社
会
問
題
と
し
て
浮
上
し
た
。
一
八
五
○
年
の
ア
メ
リカの人口は、’’三一一○万人から一九○○年には七六○○万人へと実に一一一倍近くとなり、人口五万人を越える都市も
九
都
市
か
ら
七
八
都
市
に
増
大
し
た
。
こ
の
ア
メ
リ
カ
か
ら
発
達
し
都
市
計
画
手
法
と
し
て
定
着
し
た
「
パ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
」
の
意
義
は
①自然的特性を生かした都市計画手法であること、②公園・緑地などを生かした都市基盤整備が高い経済的効果をも
たらし、開発利益還元型の都市計画の財源確保（受益者負担、目的税、特別賦課金、土地増加税など）を可能にし、
具
体
的
な
開
発
手
法
と
し
て
活
用
さ
れ
た
こ
と
、
③
市
民
、
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
（
公
園
委
員
会
）
、
行
政
に
よ
っ
て
「
計
画
な
く
し
て
事
業
〈帥）
なし」という公辻〈事業のための民主的ルールを成立させたことであった。
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フ
ィ
ア
市
の
フ
ェ
ア
モ
ン
ト
公
園
二
八
五
五
年
）
な
ど
の
大
規
模
で
計
画
的
な
都
市
公
園
が
市
民
の
健
康
と
楽
し
み
の
た
め
に
各
都
市
（Ｗ） 
環
境
の
悪
化
が
大
き
な
社
会
問
題
と
し
て
浮
上
し
た
。
一
八
五
○
年
の
ア
メ
六○○万人へと実に三倍近くとなり、人口五万人を越える都市も
発達し都市計画手法として定着した「パークシステム」の意義は、
②公園・緑地などを生かした都市基盤整備が高い経済的効果をも
益者負担、目的税、特別賦課金、土地増加税など）を可能にし、
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
（
公
園
委
員
会
）
、
行
政
に
よ
っ
て
「
計
画
な
く
し
て
事
業
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この公園系統に関する紹介は、明治四一二九○八）年に刊行された阿部磯雄の「応用市政論」が最初であった。
ま
た
、
都
市
計
画
的
公
園
の
関
連
で
は
、
片
岡
安
の
「
現
代
都
市
之
研
究
」
の
中
で
、
ア
メ
リ
カ
公
園
系
統
の
紹
介
を
論
じ
て
い
た
。
片
岡は「都市の公園系統は、街路系統と密接な関係を有し、広道は一つの長き小公園と見倣すべきである。市内各処の
中心地区の広場は、正さに公園と同様の性質を帯びる故に、建物のみを以て飾られたるよりは、さらに緑樹噴水等を
配
合
す
る
こ
と
を
以
て
理
想
と
せ
ら
れ
て
い
る
。
…
…
北
米
合
衆
国
の
カ
ン
サ
ス
市
の
公
園
系
統
は
、
公
園
と
公
園
と
を
連
結
す
る
交
通
（別）
街路を、全く其系統の一つとして取扱っている組織と一一一一口うことが出来る」と紹介していた。
また、公園行政に直接かかわっていた上原敬二は、大正一三（一九一一四）年に「公園系統」を、「都市における公
園は単独に存在しているのみでは真に公園としての機能を発揮することが出来ない。其を適当な状態に連結せしめ全
公
園
を
あ
る
一
つ
の
系
統
の
下
に
有
機
的
に
一
団
と
し
て
考
え
得
る
様
設
計
布
置
さ
れ
た
時
に
初
め
て
真
に
意
義
あ
る
内
容
を
充
実
し
市
（躯）
民生活の上に完全に役立ち得るのである。かくの如き系統を公園系統（で四『六の昌禺の日）と称す」と述べていること
（別）
な
ど
か
ら
当
時
公
園
系
統
に
関
す
る
紹
介
は
活
発
に
行
わ
れ
て
い
た
と
考
一
え
ら
れ
る
。
ところが、このような連結的な公園配置手法としての公園系統に関する考え方および概念は、最初は公園と公園と
を
連
結
す
る
「
公
園
道
路
」
の
系
統
と
し
て
考
え
ら
れ
て
い
た
が
、
都
市
の
公
園
の
系
統
的
な
配
置
を
通
じ
て
公
園
相
互
間
の
機
能
を
補
う
も
の
、
言
い
換
え
れ
ば
「
線
的
」
で
は
な
く
「
点
的
」
な
配
樹
に
よ
っ
て
全
体
の
公
園
系
統
を
つ
く
り
だ
す
と
い
う
内
容
へ
と
縮
小
・
変容していくことになる。まず、大正一三（一九一一四）年の都市計画主任官会議における「公園系統計画根本調査二
関スル件」において示された公園系統の内容は次のようなものであった。
都
市
二
於
ケ
ル
人
ロ
ノ
密
集
現
象
ハ
緑
地
減
少
ノ
結
果
ヲ
伴
上
為
二
市
民
ノ
衛
生
保
健
及
思
想
教
化
ノ
上
二
看
過
ス
ヘ
ヵ
ラ
サ
ル
弊
害
ヲ
醜
ス
ノ
ミ
ナ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
三
）
（
申
）
一ハー
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ところが、昭和八（一九一一一三）年に都市計画主任官会議が再び開催された時には、この統一的公園計画という言葉
は見当たらない。それは、上記の大正一三（一九二四）年の都市計画主任官会議から昭和八（一九三一一一）年の都市計
画
主
任
官
会
議
の
間
に
、
こ
の
公
園
系
統
に
関
す
る
概
念
な
い
し
内
容
に
変
化
が
生
じ
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
手
が
か
り
と
な
る
のが、昭和七（一九三二）年における北村徳太郎の「都市の公園計画一応の理論」であり、その中で「各種の公園は
独特の使命を持っており、自らの位置を約束される訳でありまして、今迄の様に偶然の産物では、相互効用相殺が起
こ
る
事
は
納
得
出
来
ま
す
。
其
れ
等
の
比
較
案
配
が
考
慮
さ
れ
て
、
其
の
動
き
の
つ
か
ぬ
位
置
を
決
め
る
の
を
公
園
系
統
計
画
と
申
し
ま
（弱）
す
」
と
公
園
系
統
を
解
釈
・
説
明
し
て
い
た
。
こ
の
説
明
に
基
づ
い
て
理
解
す
れ
ば
、
「
公
園
系
統
」
と
は
、
従
来
の
公
園
と
公
園
を
連
絡しその効用を高めるとするものではなく、公園はその種類によって自ら位画面繭が定まるものであり、その位置を
定めて配分することが公園系統計画というものとなる。この考えに基づき公園系統計画は「分布式」と「連絡式」の
二種があるとし、前者は各種公園においてその誘致距離を考えて配置するもので初期の計画とされ、後者は自動車の
発達によって各公園を公園道路によってつなげ、自動車や徒歩による公園の廻遊を可能にしたものとして捉えたので
ある。この連結式は、公園系統以外の「慰楽系統計画」という公園以外のレクリエーションを系統的に捉えた考えに
ていた・
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ラス一朝麓火災ノ難二適ハ、其ノ被害ノ大ナル怖ルヘキモノァリ然ルー一一万都市発展ノ趨勢ハ都市ノ内外二於テ間地ノ減少、地価
ノ鵬風ヲ惹起シ廷イテ公園施設ノ実現ヲ益々困難ナラシメッ、アリ冊テ速一一之力実地ノ調査ヲ行上以テ統一的公園計画ヲ確立シ緩
急一一応シ之力実現ヲ企画セサルヘカラス各都市一一於テハ之力促進ノ為適切ナル措硬ヲ取ラレムコトヲ塾堅。
この説明の中に「統一的公園計画」という言葉があるが、この「統一的公園計画」が公園系統の意味として便われ
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も影響されたが、このレクリエーション的系統に対しては、大正一一一一（’九二四）年に、上原敬二によって「休養系
（髄）
統（”のｏ『の目・ロの量の一の日）」として紹介されていた。
こ
の
よ
う
な
公
園
系
統
に
対
す
る
考
え
方
の
変
化
、
す
な
わ
ち
連
結
で
は
な
く
、
「
分
布
式
」
と
い
う
個
別
的
配
邇
に
よ
る
公
園
計
画
へ
の
傾
斜
は
、
昭
和
八
（
’
九
三
三
）
年
の
「
公
園
計
画
標
準
」
に
お
い
て
明
確
に
打
ち
出
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
標
準
に
は
「
公
園
系
統
」
と
い
う
言
葉
は
消
滅
し
て
い
た
。
そ
の
代
わ
り
に
、
「
配
置
」
の
頁
に
「
季
節
二
応
ジ
テ
慰
楽
ノ
目
的
ヲ
達
シ
得
ル
ャ
ウ
配
置
ス
ル
コ
ト
」
や
「
慰
楽
系
統
上
連
結
ヲ
有
シ
且
分
布
ノ
平
衡
ヲ
得
ル
コ
ト
」
が
記
さ
れ
、
「
公
園
道
路
」
の
頁
に
は
、
「
公
園
其
ノ
他
ノ
慰
楽
地
ヲ連結スルコト」が載っているだけであった。
これらの変化の原因としては、当時北村徳太郎を中心とする内務省の公園担当技師らは、公園計画標準通りに都市
に
各
種
の
公
園
を
配
置
す
る
こ
と
が
「
公
園
系
統
計
画
」
で
あ
り
、
近
代
的
な
都
市
計
画
で
あ
る
と
の
認
識
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
認
識
の
変
化
に
は
、
用
地
や
経
費
な
ど
の
面
に
お
い
て
現
実
的
な
公
園
の
造
成
を
優
先
的
に
考
え
て
い
た
当
時
の
公
園
担
当
者
ら
の
思
惑
が
潜
ん
で
い
た
。
そ
の
結
果
、
公
園
の
用
地
は
買
収
方
式
で
は
な
く
、
土
地
区
画
整
調
に
よ
る
留
保
地
の
収
用
と
い
う
受
益
者
負担方式が貫行として定義していくことになる一方、この公園系統に関する概念は、昭和八（一九三三）年頃から登
場し普及する緑地概念に融合されていくことになる。
一
公
園
の
受
益
者
負
担
他
方
、
小
公
園
（
主
に
児
童
遊
園
）
の
設
置
に
関
す
る
内
容
は
、
帝
都
復
興
評
議
会
に
提
出
し
た
議
案
に
お
い
て
も
見
ら
れ
て
い
た
が
、
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
三
）
（
申
）
一ハ一一一
第
二
節
公
園
用
地
の
創
出
ｌ
「
３
％
公
園
地
留
保
」
と
受
益
者
負
担
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この計画においては児童数．学校数・学侍医隊地の狭い所を優先して公園を設置するなど、公園全体の配置を考慮した
方
針
が
出
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
小
公
園
計
画
を
も
っ
て
焼
失
区
域
内
の
小
学
校
二
七
校
に
対
し
て
、
五
二
か
所
の
小
公
園
が
配
置
さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
に
「
学
区
」
に
公
園
を
考
慮
し
小
学
校
に
近
接
せ
し
め
た
こ
と
は
欧
米
で
も
こ
の
時
期
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
で
あ
る
が
、
学
校
内
運
動
場
の
放
課
後
の
開
放
と
あ
わ
せ
て
、
一
体
的
に
利
用
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
こ
と
な
ら
び
に
災
害
時
の
避
難
場
所
を
で
き
る
だ
け
広
く
と
る
こ
と
が
そ
の
主
旨
が
あ
っ
た
。
ところが、奉丞泉市区改正条例以来の各種都市計画的公園の新設ならびに整備に関しての計画案が当時の立法者たち
に
反
対
さ
れ
、
縮
小
・
廃
止
さ
れ
た
理
由
は
財
政
上
の
理
由
で
あ
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
財
政
的
な
措
置
が
全
く
な
か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。
都
市
計
画
を
実
行
す
る
に
当
っ
て
必
要
と
す
る
経
費
を
い
か
に
し
て
支
弁
す
る
か
に
つ
い
て
は
、
都
市
計
画
法
を
制
定
す
る
際
の
「
都
市
計
画
調
査
会
」
に
お
い
て
も
十
分
に
検
討
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
都
市
計
画
法
第
八
条
に
は
、
「
特
別
税
と
し
て
地
租
割
．
国
税
営
業
税
割
・
営
業
税
・
雑
種
税
ま
た
は
家
屋
税
を
賦
課
し
う
る
」
と
し
た
上
で
、
「
ソ
ノ
他
勅
令
ヲ
以
テ
定
ム
ル
租
税
」
を
賦
課
で
き
る
よ
う
に
し
た
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
大
正
一
三
（
一
九
二
四
）
年
に
内
務
省
が
大
蔵
省
と
合
議
の
上
、
貴
族
院
に
提
出
し
た
（訂）
「
土
地
増
価
税
勅
令
案
」
は
審
議
の
結
果
、
否
決
さ
れ
課
税
を
通
じ
て
の
公
園
増
設
の
道
は
閉
ざ
さ
れ
て
し
ま
っ
た
。
当
時
の
内
務
省
の
考
え
は
、
「
各
種
公
共
事
業
の
実
施
に
よ
っ
て
特
別
の
利
益
を
受
け
る
者
に
対
し
、
公
平
の
観
念
上
許
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
な
く
、
開
発
に
と
も
な
う
特
別
な
付
加
利
益
は
社
会
に
還
元
さ
れ
る
性
質
の
も
の
で
あ
る
」
と
の
認
識
が
根
強
く
浸
透
し
て
い
た
。
こ
の
特
別
な
利
益
の
還
元
と
い
う
考
え
方
は
、
大
正
初
期
か
ら
流
入
し
て
い
た
欧
米
の
都
市
計
画
に
お
け
る
受
益
者
負
担
の
考
え
方
が
影
響
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
と
く
に
、
内
務
省
の
中
に
お
い
て
は
都
市
研
究
会
を
は
じ
め
、
開
発
を
す
す
め
る
地
方
都
市
計
画
責
任
者
の
間
（閉）
で、この特別利益を受ける受益者に対する負担は正当なものとして支持されていた。
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他方、昭和一一（一九三六）年の「都市計画主任官会議」において示された公園整備に関する方針の中、とくに土
地
区
画
整
理
の
施
行
地
区
に
お
け
る
三
％
留
保
は
、
戦
後
に
お
い
て
も
継
承
さ
れ
、
戦
後
の
都
市
公
園
政
策
に
つ
な
が
っ
て
い
く
こ
と
に
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
雨
）
六五
しかし、このような考えに基づいて提出した「土地増価税勅令案」は審議の結果、否決となり、都市計画法上の残
さ
れ
た
道
は
、
法
に
規
定
さ
れ
て
い
た
「
受
益
者
負
担
（
第
六
条
第
二
項
と
の
制
度
的
活
用
で
あ
っ
た
。
大
正
期
末
期
か
ら
昭
和
初
年
にかけて、道路の新設・拡築・路面改良、河川改修・運河事業、公園・下水道事業において、事業施行都市が受益者
負担金をその事業の財源に充てるものが続出していた。公園の新設に関する受益者負担制の活用も、当時の佐藤昌、
飯沼一省、上原敬二らの公園・造園関係者の間で頻繁に議論された。そのうち、佐藤昌は、公園新設に関する受益者
負担を、「公園の設置によって、その附近地が受益することは、諸外国においては常識となっているがわが国では道
路の新設によって接続地の地価が上がることは理解できても、公園の［新設によって生じる］受益についてはなかな
か認識が進まない限りか却って土地は減価するし、児童の遊場は騒音を出す許りでなく、風俗上芳しからずとする声
（鍋）
が
一
般
で
あ
る
」
【
［
］
は
筆
者
注
】
と
説
明
し
て
い
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
こ
の
よ
う
な
公
園
に
関
す
る
否
定
的
な
偏
見
が
少
し
ず
つ
崩
れ
て
い
く
中
で
、
公
園
の
価
値
に
関
す
る
社
会
的
理
解
は一時的に進み、土地区画整理事業の施行区域内の減歩によって留保される公園用地も一種の受益の代償であるとの
認識が一部においては見られるようになった。その事例としては、名古屋市の東山公園の整備がある。その内容は、
名古屋市が公園の新設に先立って公園附近地の関係地主に対し、公園の新設によって生じる受益の一部代償として土
地の無償提供の要求に対し地主は約三万坪の公園地を寄付したのである。それは、新設され東山公園面積の三分の一
（帥）
に当る４℃のであった。
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
一ハーハ
なる。すなわち、ここで登場する「公園地としての三％留保」という内容は、戦前から戦後の建設省およびその出先
機関による公園整備の物的土台をつくりだす重要な根拠として作用した。もちろん、震災後新設された五二か所の小
公園の用地はこの基準によって提供されたものであった。この昭和一一（’九三六）年の都市計画主任官会議におい
て議論された「公園整備の方針」は、後述する昭和八（一九三三）年の都市計画主任管会議の議論を踏まえており、
公園整備の規範を形作る重要な内容であった。
内
務
省
は
、
こ
の
昭
和
一
一
（
一
九
三
六
）
年
の
都
市
計
画
主
任
官
会
議
に
お
い
て
、
公
園
計
画
に
関
す
る
方
針
の
内
容
を
示
し
て
そ
（剛）
の
意
見
を
求
め
て
い
た
。
そ
の
案
に
は
、
公
園
の
種
類
の
中
に
「
都
市
公
園
」
と
い
う
名
称
で
、
都
市
民
全
体
の
利
用
に
充
て
ら
れ
る
も
の
が
含
ま
れ
て
い
る
他
、
「
有
効
範
囲
」
と
い
う
現
在
の
誘
致
範
囲
や
誘
致
距
離
に
該
当
す
る
概
念
が
示
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
都
市
計
画
区
域
と
い
う
都
市
計
画
法
上
の
規
定
が
す
で
に
定
め
ら
れ
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
「
公
園
計
画
区
域
」
と
い
う
概
念
を
新
た
に
示
（腿）
そうとした点などが特徴であった。ここにおいて、「公園計画私案」として一不されたいくつかの公園設置基準のうち、
「
市
街
地
面
積
に
対
す
る
三
％
留
保
」
は
「
公
園
設
置
基
準
」
と
し
て
定
着
し
た
。
こ
の
設
置
基
準
は
そ
れ
以
後
の
公
園
整
備
の
原
則
と
して用いられ、昭和四○年代の「緑のマスタ・プラン」において市街地面積に対する公園面積の基準が挿稜釈されるま
で、公園整備の最も原則的な基準として機能していた。
このような受益者負担を通じての公園用地確保里勾法は、その後内務省の省令として通達され各地において準用さ
れた。その第一号は、京都市の船岡山公園の「京都市都市計画事業船岡山公園新設受益者負担に関する件」（昭和九
年
省
令
第
一
号
、
第
二
号
）
で
あ
っ
た
。
こ
の
公
園
新
設
に
際
し
て
受
益
者
の
負
担
金
は
事
業
費
の
四
分
の
一
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
は
、
川崎市富士見公園（昭和二年）、浦和記念公園（昭和一六年）などにおいて適用されている。が、浦和記念公園の
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二
土
地
区
画
整
理
事
業
大
正
八
二
九
一
九
）
年
に
「
都
市
計
画
法
」
が
公
布
と
と
も
に
明
治
四
一
一
（
一
九
○
九
）
年
公
布
の
「
耕
地
整
理
法
」
を
準
用
し
、
都市施設の整備と宅地の整理を同時に行う「土地区画整理事業」が本格的に始められた。とくに、大正一二（一九二
三
）
年
の
関
東
大
震
災
を
契
機
と
す
る
復
興
事
業
は
大
規
模
な
土
地
区
画
整
理
を
行
う
こ
と
で
進
め
ら
れ
た
。
そ
れ
に
し
た
が
い
、
土
地
区
画
整
理
に
関
す
る
設
計
・
技
術
的
標
準
な
ど
の
研
究
も
盛
ん
に
行
わ
れ
て
い
た
。
この「土地区画整理」の考え方は、明治末ドイツで発達し、その「アディヶス（シｓｏご⑦の）法」（法創成者の名を
とった通称）の紹介を通じて日本に紹介されていた。「土地区画整理」とは、土地を換地（公用換地）して道路や公
（剛）
園
な
ど
公
共
施
設
の
用
地
を
生
み
出
し
、
地
区
全
体
の
環
境
を
整
備
し
て
い
く
事
業
で
あ
る
。
「
換
地
（
か
ん
ち
、
土
地
を
交
換
す
る
こ
と。また、替え地とにあたっては、整理前の土地の位置、地目、土質、水利など土地利用状況から土地評価を行い、
換
地
さ
れ
た
土
地
は
整
然
と
し
た
区
画
で
与
え
ら
れ
新
た
な
評
価
が
計
算
さ
れ
る
。
公
共
施
設
の
整
備
に
よ
っ
て
土
地
利
用
が
増
進
す
る
ので、応分の負担を土地で提供しても換地された土地の評価は整理前の評価より下らないことになる。また、供出さ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
六七
新設の件に対しては、受益者の負担金が事業費の一○分の一であったことから、順次その適用が困難となっていたこ
（鯛）
とがわかる。その理由としては、都市計画施行地域の市民に対し過重の負担を強要ことは行政上の不得策であり、国
税が重い上、公共事業実施に対し個人負担がかかるのは時勢に反するなどであった。このような受益者負担に対する
消極的な態度は、結果として、公園の整備を国庫補助に頼る考えへと方向転換していくことになる。ところで、受益
者負担による公園用地の確保を可能にした「土地区画整理」とは一体どのようなものであっただろうか。
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法
箏
圭
心
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
六八
れた土地を「減歩（げんぷ、区画整理などで、道路・公園などの公共用地を生み出すために、各所有者の宅地面積を
整理前より減らすこと）」といい、減歩は公共用地にあてられるほか、売却して事業費にあてるための用地（保留地）
とされる。整理前の土地と換地後の土地の割合は減歩の割合で示すことが多く、これを「減歩率」という。整理前の
土
地
の
評
価
が
整
理
後
の
評
価
と
比
べ
て
増
進
が
少
な
い
と
き
に
減
歩
率
は
低
く
二
五
％
程
度
）
、
増
進
が
大
き
い
と
き
に
減
歩
率
は
高く（三○％以上）なる。事業は換地設計にしたがって、各権利者の土地を仮換地して道路や公園などの工事を行う
こ
と
と
し
、
設
計
上
移
転
し
た
り
除
去
し
た
り
す
る
建
物
や
施
設
に
対
し
て
は
補
償
費
を
支
払
い
、
換
地
が
周
囲
の
事
情
に
よ
り
均
衡
を
（“） 
欠く評価である場ヘロには過不足については金銭で清算するものであった。
そ
も
そ
も
土
地
区
画
整
理
手
法
を
用
い
て
市
街
地
の
整
備
を
行
う
と
い
う
法
的
根
拠
は
、
大
正
八
（
一
九
一
九
）
年
法
律
第
三
七
号
「都市計画法」の第一二条および第一五条の規定によるものであった。しかし、都市計画における区画整理の前身は、
明治二二（’八八九）年制定の「耕地整理法」においてその原型は形造されていた。すなわち、土地の農業経営上の
利
用
噌
進
を
図
る
目
的
で
制
定
さ
れ
て
い
た
、
こ
の
法
律
が
大
正
末
期
に
お
け
る
、
大
都
市
周
辺
農
地
の
急
激
な
宅
地
化
と
い
う
現
状
の
前に、一般市街地においても準用されたのである。都市計画法第一二条は、「都市計画区域内における土地について
は、その宅地としての利用を増進するため土地区画整理を施行することとする」と規定し、そのため「前項の土地区
（髄）
画整理に関しては本法に別途に決めることを除き、耕地整理法を準用する」と定めたのである。そこで、この「耕地
整理法」の内容を検討すれば、その第一条において、「土地の交換、分合、開墾、地目変換その他区画形質の変更、
湖海の埋め立て、干拓又は道路、堤塘、畦畔、満渠、留池などの変更廃置又はそれにともなう瀧概排水に関する設備
若しくは工事」と規定され、これを市街地に適用する場合、市街地整備に関する大部分に適用できることになる。そ
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三
「
土
地
区
画
整
理
設
計
標
準
」
内
務
省
の
都
市
計
画
局
に
よ
っ
て
通
達
さ
れ
た
「
土
地
区
画
整
理
標
準
」
と
「
都
市
計
画
・
土
地
区
画
整
理
決
定
資
料
二
関
ス
ル
件
」
は
、
そ
の
後
昭
和
二
七
二
九
五
一
一
）
年
五
月
の
「
土
地
区
画
整
理
法
」
お
よ
び
昭
和
三
○
（
一
九
五
五
）
年
の
「
土
地
区
画
整
理
法
施
行
規
則
」
に
引
き
継
が
れ
る
こ
と
と
な
り
、
土
地
区
画
整
理
に
よ
る
公
園
地
の
確
保
は
戦
前
か
ら
戦
後
ま
で
同
一
の
線
上
に
置
か
れ
る
こ
と
と
な
る
。
ま
た
、
こ
の
「
土
地
区
画
整
理
標
準
」
の
中
に
は
戦
後
の
都
市
公
園
法
制
定
の
間
、
公
園
設
置
標
準
と
し
て
用
い
ら
れ
る
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
図
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
六
九
で
は
、
公
園
を
所
管
し
た
内
務
省
に
お
い
て
、
こ
の
「
土
地
区
画
整
理
」
は
ど
の
よ
う
な
経
路
を
経
て
、
公
園
用
地
を
生
み
出
す
手
段
と
な
っ
た
の
か
。
そ
の
手
掛
り
は
、
昭
和
三
（
一
九
二
八
）
年
一
○
月
に
行
わ
れ
た
「
都
市
計
画
調
査
資
料
及
び
決
定
標
準
」
で
あ
り
、
そ
の
標
準
の
第
七
に
「
土
地
区
画
整
理
審
査
標
準
」
が
取
り
上
げ
ら
れ
、
そ
の
地
区
決
定
標
準
の
項
に
は
、
「
都
市
計
画
法
に
よ
り
決
定
（師）
す
る
道
路
、
広
場
、
公
園
、
市
場
な
ど
は
区
域
に
包
括
す
る
こ
と
」
が
記
さ
れ
て
い
る
。
さ
》
ｂ
に
、
そ
の
設
計
標
準
の
総
説
に
は
、
「
小
公
園
、
水
路
（
小
運
河
・
小
河
川
）
、
の
新
設
又
は
改
修
な
ど
は
か
な
り
設
計
中
に
包
含
す
る
こ
と
」
な
ど
が
含
ま
れ
て
い
た
。
立した。
し
か
し
、
建
物
移
転
や
用
地
買
収
を
強
引
に
行
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
市
民
の
協
力
が
得
ら
れ
ず
、
事
業
は
進
展
し
な
か
っ
た
。
ま
た
、
当時は農業の面で土地改良を行う必要から耕地整理が始められ、土地の交換分合によって、土地整理を進める方法が
行われていた。これらの経験が、近代的な都市計画に用いられ、土地区画整理方式による都市計画事業が制度的に成
して、明治二一
備が始められた。
二
八
八
八
）
年
に
東
京
市
区
改
正
条
例
が
公
布
さ
れ
、
道
路
、
公
園
、
上
下
水
道
、
港
湾
な
ど
都
市
の
基
盤
施
設
整
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四
公
園
地
留
保
三
％
論
の
適
用
他方、公園用地に関する土地区画整理における三％留保は、昭和一二（一九三七）年五月内務省次官通達として地
方長官・都市計画委員会宛に出された「都市計画・土地区画整理決定資料二関スル件」の内において再三確認された。
昭和八（一九三三）年七月の内務省通達「土地区画整理設計標準」（都発第一五号）によれば、「公園面積ハ地区面
積
の
三
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
ヲ
留
保
シ
児
童
公
園
ニ
充
テ
尚
残
余
ア
ル
ト
キ
ハ
之
ヲ
近
隣
公
園
、
公
園
道
路
ノ
類
二
充
ツ
ル
コ
ト
但
シ
地
区
内二近隣公園ヲ計画シ得ザル場合一一ハ適宜ノ場所二存置スルモノトス地区狭小ニシテ児童公園ヲ配置シ得ザル場合亦
（的）
同
ジ
」
と
さ
れ
、
土
地
区
画
整
理
が
施
行
さ
れ
る
地
域
に
お
い
て
は
、
総
施
行
面
植
の
一
二
％
を
公
園
地
と
し
て
留
保
す
る
こ
と
が
全
国
的
に
指
示
さ
れ
た
。
ま
た
、
「
特
二
大
ナ
ル
人
口
密
度
ヲ
予
想
セ
ラ
ル
ル
地
区
二
於
テ
ハ
適
宜
前
後
ノ
所
要
公
園
面
積
ヲ
増
大
ス
ル
コ
ト
」
への指示も添付されていた。
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「公園地留保三％」の重要項目も含まれていた。それは、土地区画整理によって生み出される整理施行の面積におい
て、施行面積の「三％以上」を公園の用地として留保するということであった。
こ
の
「
公
園
地
三
％
留
保
」
と
い
う
の
は
、
先
進
諸
国
に
お
い
て
行
わ
れ
る
土
地
区
画
整
理
に
よ
る
公
園
地
留
保
が
紹
介
さ
れ
た
明
治
末期、大正繭期を経ながら得られた公園行政の基準となったものであった。この土地区画整理における一一一％の保留原
則
は
「
特
別
負
担
あ
る
も
の
は
、
受
益
の
限
度
に
お
い
て
、
是
を
負
担
す
べ
き
で
あ
る
」
と
い
う
考
え
に
基
づ
き
、
区
画
整
理
に
よ
る
三
％
の
保
留
は
所
有
者
で
あ
る
市
民
の
受
益
の
範
囲
内
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
用
地
は
公
共
用
地
と
し
て
無
償
提
供
が
当
然
で
あ
る
と
の
認
識
（船）
であった。
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すなわち、「設計方針其ノー一」の項目では、「公園其ノ他緑地ハ総土地積ノ約三パーセント以上トシ土地ノ状態を精査
シ
テ
ソ
ノ
配
置
ヲ
決
定
ス
ル
モ
ノ
ト
ス
」
と
の
内
容
で
あ
っ
た
。
前述のとおり、この土地区画整理施行による公園地の確保が現実性を保つようになるのは大正一二（一九二一）年
の
関
東
大
震
災
に
よる復興事業においてであった。とくに、震災復興事業における区画整理事業は最大の規模であり、
東
京
市
お
よ
び
国
の
事
業
と
し
て
施
行
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
「
東
京
復
興
計
画
公
園
」
と
呼
ば
れ
る
小
公
園
五
二
か
所
の
用
地
が
そ
の
結
果
と
し
て
確
保
さ
れ
た
用
地
で
あ
っ
た
。
こ
の
区
画
整
理
に
よ
る
公
園
地
の
確
保
は
、
そ
の
後
昭
和
七
（
’
九
三
二
）
年
の
郊
外
地
域
の
「東京市」編入の際にも行われてはいたものの、その二、三年後の昭和一○（一九三五）年頃まで新市街地において
新しく開設された公園の数は一七か所、面積にして九万三千坪あまりに過ぎなかった。そこで、東京市は組合施行の
区
画
整
理
事
業
の
推
進
を
図
る
た
め
に
、
昭
和
一
○
（
一
九
三
五
）
年
一
二
月
に
「
東
京
市
と
地
区
画
整
理
助
成
規
定
」
を
告
示
し
た
。
そ
の
中
に
公
園
に
関
す
る
項
目
と
し
て
は
、
「
助
成
規
定
施
行
細
則
」
の
第
四
条
に
お
い
て
「
助
成
規
定
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
無
償
に
て
提
供
す
べ
き
道
路
又
河
川
敷
地
は
、
耕
地
整
理
法
第
二
条
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
有
地
に
編
入
し
、
公
園
地
は
市
に
寄
付
す
る
こ
と」が記されていた。その結果、昭和一五（’九四○）年末における間、二○か所、面積にして三万七千坪あまりが
（わ）
新
た
に
公
園
と
し
て
開
設
さ
れ
た
。
「土地区画整理」というものは、いうまでもなく非常に強い公共性をその基盤に潜めているものであった。そのた
め、その推進主体、すなわち、土地区画整理の施行は政策上．行政上の必要から主に行政の主導で行われていた。そ
の他に公共団体施行、土地の権利関係者が土地区画整理組合を組織して行う組合施行などがある。そのうち、公共団
体
施
行
と
公
団
施
行
の
場
合
は
、
都
市
計
画
事
業
と
し
て
施
行
さ
れ
る
が
、
組
合
施
行
の
場
合
は
都
市
計
画
事
業
と
し
て
施
行
さ
れ
る
場
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
〈
二
）
（
申
）
七一
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五
地
籍
の
縄
延
と
実
測
問
題
と
こ
ろ
が
、
こ
の
区
画
整
理
が
意
図
と
お
り
進
め
ら
れ
た
の
は
昭
和
初
期
ま
で
で
あ
っ
た
。
昭
和
中
期
以
降
、
す
な
わ
ち
、
区
画
整
理
に
お
い
て
用
い
ら
れ
る
測
量
法
の
進
展
に
し
た
が
い
区
画
整
理
に
対
す
る
そ
の
理
解
度
が
深
ま
っ
た
戦
時
期
以
降
は
難
航
し
続
け
、
次
第
に土地区画整理による「公園地三％留保」は崩れていた。
その理由として、区画整理による公共用地（道路、公園など）の無償提供には、行政と市民を結ぶ妥協の線が存在
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
公
園
地
の
無
償
提
供
は
純
宅
地
に
お
い
て
、
地
価
の
値
上
が
り
分
に
相
当
す
る
も
の
の
み
に
限
定
さ
れ
る
と
い
う
前
提
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
そ
の
無
償
提
供
を
可
能
に
し
た
前
提
は
、
地
籍
の
「
縄
延
（
な
わ
の
び
、
実
際
の
段
別
が
従
前
の
（Ⅶ） 
検地帳に記載された段別よりも多いこと）」に依存することであった。従来区画整理の計画は台帳面積の交換分合が
行われ、当時台帳の面積は実測面積より一○％から一五％増という開きがあり、その差以下の減少については無償提
（ね）
供にしてもやむを得ないという地主側の思惑があったのである。そのやむを得ない譲歩によって、強い公共性を背景
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合に国庫補助がつけられることがある。事鉦菜の執行体制についても公共団体施行・公団施行の場合は都道府県、市町
村、公団などが組織をつくり土地区画整理審議会を設けて運営するが、組合施行の場合は組合員による総会または総
代
会
を
置
い
て
運
営
の
意
思
決
定
を
行
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
概
念
お
よ
び
分
類
は
現
時
点
で
の
定
義
で
あ
り
、
行
政
以
外
の
主
体
が発達していなかった大正期においては、先に述べたように国（内務省）、東京府（市）、府県と地権者で構成される
組合に限るものであった。そのため、国と東一足巾による区画整理事業は、震災復興事まだおいて計画とおり実施でき
た
の
で
あ
っ
た
。
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と
す
る
区
画
整
理
方
式
に
よ
る
事
業
は
計
画
と
お
り
進
行
で
き
た
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の
妥
協
の
線
は
「
実
測
」
と
い
う
測
量
技
術
が
導
入
さ
れ
る
に
つ
れ
、
地
主
の
反
発
は
事
業
を
妨
害
す
る
も
の
と
な
っ
て
き
た
。
す
な
わ
ち
、
実
測
に
よ
る
区
画
整
理
に
お
い
て
公
共
減
少
は
地
主
の
負
担
と
な
り
、
法
律
的
義
務
で
は
な
い
「
公
園
地
三
％
留
保」は崩壊しはじめた。そのため、それ以降区画整理によって確保される公園地はその利害関係により被害の少ない
と
こ
ろ
、
す
な
わ
ち
官
公
有
地
な
ど
行
政
が
所
有
し
て
い
る
土
地
に
お
い
て
確
保
さ
れ
、
そ
の
地
に
公
園
が
設
置
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
都
市
計
画
法
を
土
台
と
す
る
公
園
づ
く
り
が
、
施
設
物
基
準
と
し
て
は
「
公
園
計
画
標
準
」
を
、
そ
の
物
的
基
盤
で
あ
る
公
園
用
地
は
「土地区画整理」をそれぞれ採用していたのである。そのため、物的基盤が崩れていく過程においての公園づくりは、
物
的
基
盤
で
あ
る
土
地
の
確
保
よ
り
施
設
物
と
し
て
の
公
園
に
傾
斜
し
て
い
く
こ
と
と
な
る
。
成
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以西四四四四畑ｌ
一
東
京
の
膨
張
と
緑
地
計
画
の
成
立
社
大正期後半を中心に、イギリスにおける「田園都市」の思想に影響され、田園韓
報新
一別
済
癖誹峅赫読、鍼嘔ご｜や酢蝕鏥川］竺叩毛許討諦椰調轆柁鋼沁』、一拉扣化弄痒李輌辨轌醇岼》峰陸辨典
ネザ・ハーワドの「明日の田園都市」であった・当時、欧米都市が持つ膨張・拡錘大昭
出
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
七
三
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他方、この時期の璽泉は大正一二（一九二三）年の関東大震災の復興事業である帝都復興事業が進展しており、急
変していく都市膨張は欧米社会だけの問題ではなかった。関東大震災以後の帝都復興事業は、昭和八（一九三一）年
に完了するが、その翌年昭和九（一九三二）年の東京市は周辺八二町村、面積四万七千烟を合併し、江戸以来つづい
ていた市域を六倍半に拡張させ、昭和一四二九三九）年の束泉人口はすでに五○○万人に膨れ上がり、ニューヨー
ク
に
次
ぐ
世
界
第
二
の
都
市
に
膨
張
し
て
い
た
。
当
時
、
こ
れ
ら
の
都
市
膨
張
に
対
す
る
懸
念
は
、
す
で
に
欧
米
諸
国
に
お
い
て
も
深
刻
化
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
解
決
策
と
し
て
の
（ね）
「七ケ条」の浸透は早かった。ロンドンでは地方計画の中に環状緑地帯の計画が一不され、パリでも外周の環状緑地計
画
が
立
案
さ
れ
た
。
ま
た
、
ベ
ル
リ
ン
改
造
計
画
に
お
け
る
緑
地
帯
計
画
、
モ
ス
ク
ワ
改
造
計
画
に
よ
る
緑
地
帯
計
画
が
実
施
さ
れ
て
ぃ
建築が競うように立ち、旧来の東一
加
を
示
し
た
。
こ
の
急
増
し
た
人
口
（ので日三一）現象」が進行していた。
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大現象は、詣丞泉においてもすでに進行しつつあった。
関東大震災による復興計画の執行は、東京への人口の集中をもたらす原因となり、その上昭和七（一九三二）年に
おける隣接町村の合併により大璽泉の出現をみたのである。この時期の新区域は、後に決定される重泉都市計画区域
とほぼ一致する膨大な範囲であった。関東大震災以降、京浜地域においては旧市街地が完全に変貌され、新しい近代
建
築
が
競
う
よ
う
に
立
ち
、
旧
来
の
璽
泉
一
五
区
か
ら
住
宅
を
求
め
近
郊
地
域
に
移
住
す
る
人
が
多
く
な
っ
た
た
め
、
急
激
な
人
口
の
増
加
を
示
し
た
。
こ
の
急
増
し
た
人
口
は
、
当
時
の
私
鉄
や
放
射
道
路
に
沿
っ
て
貼
り
つ
い
て
行
き
、
い
わ
ゆ
る
「
ス
プ
ロ
ー
ル
たｃ東京市は、こうした傾向の都市過密化が一○年後の昭和二四（一九四九）年には九○○万人に達すると予測してい
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二
「
東
京
緑
地
計
画
」
の
内
容
璽泉においては昭和七（一九三二）年に「東京緑地計画協議会」が設立され、その協議会の会長には、当時の都市
計画東京地方委員会の会長である内務次官が務めた。この「兎界緑地計画」は、昭和七（一九三一）年の「璽泉緑地
計画協議会」の設置とともに、約七年間の年月をかけたもので、その中心人物は後に多くの県知事を経験する内務次
官の飯沼一省であった。この計画立案のため行われた調査と計画の範囲は、おおよそ束泉駅を中心とする半径五○ｍ
が圏域とされたが、それは山手線の主要駅から片道運賃一円、時間距離一時間がその基準として採用されたからであ
り、この目安とされた距離圏は東京市民のレクリエーションのために利用できる距離、すなわち到達可能性を考慮し
公園に関して見れば、昭和七（一九三二）年当時の東京において、太政官布達五公園をはじめ、明治一一一六（一九○
三）年の日比谷公園、その後関東震災復興計画事業公園として一一一か所の大公園と五二か所の小公園が開園しており、
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
（
申
）
七
五
たものであった。
た。そのため郊外への成長を防ぐ対策として昭和六（一九三一）年の時点で「夏泉緑地計画」に着手していた。明治
以
降
道
路
・
河
川
・
港
湾
な
ど
都
市
基
盤
と
し
て
重
要
な
部
門
の
計
画
は
「
東
京
市
区
改
正
条
例
」
の
施
行
を
中
心
に
積
極
的
に
行
わ
れ
ていた。公園に関する計画もその中に含まれていたが、この市区改正の設計によって計画された公園の大半は東京
「市域に限って」の公園計画であって、しかも小公園が中心であった。
昭和初期の当時、地方大都市においても市域を超えた郊外を含む範囲広域公園計画の必要性が認識され、広域計画
と
し
て
の
緑
地
帯
の
計
画
が
東
京
以
外
大
阪
・
名
古
屋
・
広
島
な
ど
の
大
都
市
お
い
て
も
検
討
さ
れ
て
い
た
。
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昭
和
七
（
一
九
三
二
）
年
頃
に
は
全
国
で
五
○
○
か
所
以
上
の
公
園
が
開
設
し
て
い
た
。
兎
泉
緑
地
計
画
に
加
わ
っ
た
人
々
は
こ
う
し
た
状況を把握していたものの、昭和七（一九三一一）年に奉丞泉市に編入された地域においては、品川の二公園、杉並に一
つ
の
公
園
が
あ
る
の
み
で
あ
っ
て
、
そ
の
よ
う
な
公
園
の
総
勢
で
は
重
泉
に
必
要
と
さ
れ
る
「
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
の
形
成
」
は
、
お
そ
ら
く
不
可
能
で
あ
る
と
判
断
し
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
急
速
に
拡
大
す
る
都
市
を
従
来
か
ら
の
公
園
用
地
だ
け
で
囲
い
込
ん
で
封
じ
込
め
る
（刑）
ことには無理があるとの認識がその根底にあったからであった。そこで、「奉丞泉緑地計画協議会」（以下、「協議会」）
で
は
英
米
に
お
け
る
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
、
プ
ラ
ン
ス
の
エ
ス
パ
ー
ス
・
リ
ー
ブ
ル
、
ド
イ
ツ
の
グ
リ
ュ
ン
・
フ
レ
ッ
ヘ
ン
な
ど
の
導
入
を
検
討
し
た
。
そ
の
思
索
の
結
果
と
し
て
生
み
出
さ
れ
た
の
が
、
他
な
ら
な
い
「
緑
地
」
と
い
う
概
念
で
あ
っ
た
。
こ
の
「
緑
地
」
と
い
う言葉が初めて登場するのは前述の一‐公園計画基本案」においてであった。すなわち、「緑地とは、その本‐釆の目的
（だ）
が空地にして、宅地商工業用地および頻繁なる交通用地のごとく建蔽せられざる、永続的のもの」として定義された。
こ
れ
は
本
来
の
目
的
、
利
用
形
態
、
永
続
性
の
三
点
か
ら
一
般
空
地
の
一
部
と
し
て
緑
地
を
規
定
し
た
も
の
と
受
け
止
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
「
空
地
」
と
は
そ
れ
が
土
地
で
あ
れ
、
水
面
で
あ
れ
す
べ
て
永
続
的
空
地
た
る
こ
と
を
要
し
、
分
譲
予
定
、
商
工業用地予定地域はもちろん、未建築地などは緑地ではないことを意味するものであった。
ここで提案された緑地の分類体系表は、「普通緑地」、「生産緑地」、「準緑地」の三つの大分類からなり、分類表の
中
か
ら
は
「
空
地
」
の
中
で
の
緑
地
の
位
置
づ
け
や
「
緑
地
」
の
中
で
の
公
園
の
位
置
づ
け
が
よ
く
わ
か
る
。
ま
た
、
現
況
緑
地
の
類
型
を系統的に示した分類に、｜部計画緑地（公開緑地と共用緑地など）の分類体系が重複しているところもあり、計画
に関する「協議会」の議論の幅がわかるところである。
昭和一四（一九一一一九）年の第四回の「協議云云」では、環状緑地帯、大公園およびこれに準ずる公開緑地、共用緑地、
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水準であった。
遊
園
地
の
認
定
、
小
公
園
区
の
決
定
の
他
、
こ
れ
ま
で
の
決
定
事
項
の
修
正
な
ら
び
に
追
加
が
行
わ
れ
た
。
そ
の
う
ち
、
後
に
「
地
域
制
（布）
公
園
」
の
先
駆
け
と
な
る
景
園
地
と
環
状
緑
地
帯
の
設
置
に
関
す
る
「
協
議
△
云
」
の
決
定
内
容
は
興
味
深
い
も
の
で
あ
っ
た
。
また、大公園および小公園の配置に関する計画立案に際しては、緑地分類体系に応じた計画基準が設けられた。そ
の基準に関しては、「公園は本来都市の中に均等に配置されるべきである」とされ、その配置に際しては、誘致圏の
理論が適用されるようになった。この誘致圏に関する理論的根拠は、昭和八年（一九三三）の都市計画主任官会議で
提示されたものであった。公園の配置は主に環状緑地帯の内側に計画された。その内訳としては、一○殖以上の規模
をもつ大公園として一九か所の普通公園を設置（面積六一五ｍ）、同じく一九か所の運動公園（六二六埴）、二か所の
自
然
公
園
（
四
四
○
四
と
し
、
全
体
に
お
い
て
四
○
か
所
の
大
公
園
（
総
面
積
一
、
六
八
一
加
）
が
含
ま
れ
て
い
た
。
そ
の
他
、
二
七
か所に小公園を配置し、全体においては合計五九一か所の公園を含む、巨大な配置計画であった。これらの公園配置
（万）
は、従来の計画では見こわれなかった「分散配置」の形態であった。結果として、この「東京緑地計画」で提案される
公園は、運動公園的利用が想定される共用緑地の一部一一一一一一○烟と既設の公園約四六一一胆を加え、総計で一一一、三○○胆
となり、上で述べた昭和二四（一九四九）年の東京の予測人口九○○万人に対し一人当たり一坪、約三．三㎡の計画
この「東京緑地計画」を立案した組織は、昭和七（一九三二）年に発足した都市計画東京地方委員会の中の「東京
緑地計画協議会」であったことは述べたが、その設置の目的は、東京都市計画区域およびその周辺の緑地計画の樹立
ならびにその実現に関する事項の調査することであった。そのため、都市計画東京地方委員会の会長に内務次官をは
じめ、内務省都市計画課の係長三名、都市計画璽泉地方委員会係長三名、東京府土木部、内務部、学務部（後に経済
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
三
）
（
申
）
七
七
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
七
八
部）の四課長、警視庁保安部、衛生部の二課長、奉丞泉市都市計画部、教育局、保健局土木部の五課長、学識経験者若
（沼）
千名などによって構成されていた。
この「協議会」は総計四回、幹事会は総計二六回の開催記録があり、他に七六回の打ち合わせが記録されている。
｜回の協議会のために六回以上の幹事会、その一回の幹事会のために三回の打ち合わせが開かれたことになる。また、
こ
の
緑
地
計
画
の
た
め
に
鬼
泉
市
に
お
い
て
は
昭
和
一
○
（
一
九
三
五
）
年
一
一
月
に
「
緑
地
計
画
調
査
委
員
会
（
市
助
役
）
」
を
発
足
した他、衷泉府においては府知事を委員長とする観光保勝委員会が同年一○月に、同年一百月神奈川県（「公園委員
会」）、同年九月埼玉県（二塁扉緑地計画予備計画協議雲」）、同年一一月千葉県（「兎泉緑地計画予備計画協議会」）が
県
知
事
を
委
員
長
と
す
る
対
応
組
織
が
設
け
ら
れ
た
。
この奉丞泉緑地計画に関する特徴はその一「計画性」にあるが、他にも計画を裏づける「法制財政」に関する検討事項
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
た
。
そ
の
中
に
は
、
「
公
園
の
強
制
設
定
、
緑
地
計
画
上
の
土
地
収
容
ま
た
は
使
用
、
国
庫
補
助
の
制
度
化
、
特
別
税
の
増
率
ま
た
は
新
税
源
の
創
設
、
行
楽
道
路
計
画
に
対
す
る
建
築
線
制
度
の
適
用
、
墓
地
制
度
、
公
開
私
園
の
地
租
そ
の
他
の
公
課
減免、分区園の制度新設、樹木・樹林の登録、郊外の田園風致維持、菜園住宅地における宅地の最初の地籍決定、緑
（ね）
地に関する損失》棚憤」などが含まれていた。
一一一「防空緑地」と「紀元二六○○年記念事業」
各
種
の
組
織
に
支
え
ら
れ
、
出
だ
し
は
順
調
に
見
え
た
緑
地
計
画
は
、
昭
和
一
二
二
九
三
七
）
年
に
制
定
さ
れ
た
「
防
空
法
」
お
よ
び「紀元二六○○年記念事業」によってその性格が変貌することになる。すなわち、緑地計画の策定が行われはじめ
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ところが、この大緑地造成事業の決定より先の昭和一○年代に戦時下の都市を空襲から保護するための防空対策が、
都市計画の重要な課題となってきた。その理由は、木造家屋が密集している現状から考え都市の空襲被害を防除する
手段は、基本的に平時の都市計画と密接に関連しているとの認識が広がったからであった。そのため、昭和一二二
九三七）年の「防空法」の公布とともに、新設された内務省の計画局に都市計画課と防空課が併設され、都市計画上
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成三）（申）
七
九
た
計
画
の
初
期
に
お
い
て
「
帝
都
防
備
」
と
い
う
観
点
か
ら
防
空
の
要
素
が
議
論
の
中
に
含
ま
れ
て
は
い
た
が
、
表
面
に
出
る
ほ
ど
の
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
「
防
空
法
」
の
制
定
に
よ
り
帝
都
保
護
の
た
め
の
防
空
は
、
緑
地
計
画
を
左
右
す
る
重
大
要
素
と
な
っ
た
。
緑地計画の実現性から見れば、緑地計画自体がこれまでに存在しなかった膨大な計画であった故に、「防空法」は他
の都市計画系統の法制より計画の実現を保証する心強い味方であったのである。内務省においては、昭和一四二九
三九）年に都市計画法の改正の際、「緑地」を都市計画法上の重要な概念として制度上に位置づけていた。この都市
計画的「緑地」は、順次「防空緑地」として定着することになった。
その後、昭和一四二九三九）年の府訓令第八号によって始まった、東昂の大緑地造成事業は「都市計画兎泉地方
委員会」と同年三月には内閣の認可を得て「紀元二六○○年記念事業」（内務省告示第一四七号）として正式に決定
された。この「紀元二六○○年記念事業」については、後述するが、この時期の「都市計画地方衷泉委員会」の決定
事項から得られる特徴は、①東京府の「記念委員会」による「紀元二六○○年記念事業」としての「大緑地造成」が
都市計画上の「防空緑地」として決定されたこと、②当初計画に含まれていた大緑地七か所の内、もっとも大きかっ
た大泉緑地が削除されたが大泉緑地削除の理由は、陸軍の要請によって高松飛行場用地（グラウンド・ハイツ）に転
用
さ
れ
た
た
め
で
あ
っ
た
。
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
八
○
（帥）
の
対
策
重
点
は
都
市
の
不
燃
化
に
置
か
れ
木
造
住
宅
の
防
火
改
修
、
消
防
水
利
、
防
元
エ
緑
地
の
確
保
な
ど
に
お
か
れ
て
い
た
。
と
く
に
、
市
街
地
に
位
置
さ
れ
て
い
た
大
小
公
園
は
、
空
襲
時
に
あ
っ
て
は
防
火
・
避
難
地
の
他
、
軍
防
空
対
策
上
か
ら
も
重
要
な
施
設
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
た
。
昭
和
一
三
（
’
九
三
八
）
年
に
策
定
さ
れ
た
「
防
空
三
ヵ
年
計
画
」
に
お
い
て
は
、
防
空
の
た
め
の
公
園
の
増
設
も
含
ま
れ
、
六
大
都
市
を
は
じ
め
北
九
州
地
方
に
お
け
る
公
園
増
設
に
国
庫
補
助
が
開
始
さ
れ
た
。
こ
の
防
空
上
の
公
園
緑
地
の
機
能
は
、
空
襲
時
に
お
け
る
「
防
火
、
消
防
、
避
難
「
｜
の
ほ
か
、
市
街
地
に
散
在
す
る
小
公
園
緑
地
な
ど
は
、
必
要
に
応
じ
軍
の
防
空
陣
地
に
も
共
用
さ
れ
た
。
軍
の
要
望
は
、
高
射
砲
や
照
空
隊
の
陣
地
と
し
て
は
一
か
所
平
均
四
烟
が
必
要
で
、
そ
の
配
置
は
ほ
ぼ
全
市
に
二
ｍ
か
ら
四
ｍ
の
間
隔
で
点
在
す
る
こ
と
が
理
想
と
さ
れ
、
従
来
の
公
園
の
配
置
状
況
に
一
致
し
て
い
た
た
め
、
（別）
こ
の
公
園
や
社
寺
伜
境
内
地
、
学
校
庭
な
ど
が
優
先
的
に
考
慮
・
整
備
さ
れ
た
。
実
際
、
昭
和
一
六
（
一
九
四
二
年
に
「
防
空
法
」
が
改
正
さ
れ
、
建
築
禁
止
も
可
能
な
「
防
空
空
地
」
の
制
度
が
設
け
ら
れ
、
昭
和
一
八
（
一
九
四
三
）
年
に
な
っ
て
か
ら
は
、
東
京
に
防
空
空
地
お
よ
び
空
地
帯
計
画
が
登
場
し
た
。
こ
れ
は
、
｜
「
東
京
緑
地
計
画
」
の
環
状
緑
地
帯
に
内
環
状
空
地
帯
を
加
え
た
も
の
で
、
内
放
射
・
内
環
状
と
外
放
射
・
外
環
状
に
お
け
る
二
重
の
空
地
帯
の
他
に
、
二
七
五
か
所の防空空地を配置した。現在奉罪泉の大公園である、都立砧公園、神代植物公園、小金井公園、水元公園、駒沢公圃
等はこの時期計画決定された緑地の一部である。この「緑地」から「防空緑地」に受け継がれるこの環状緑地帯は、
その後の「戦災復興特別都市計画法」による「緑諏地地域」、つづいて昭和三一（’九五六）年の「首都圏整備法」に
定められる「近郊地帯グリーンベルト計画」へと展開していくことになる。
他
方
、
昭
和
初
期
に
お
け
る
大
規
模
緑
地
や
公
園
の
整
備
を
促
し
た
も
う
一
つ
の
要
因
は
、
神
武
紀
元
二
六
○
○
を
記
念
し
て
行
わ
れ
た記念事業であった。この昭和一○年（’九三五）伴埠仙半という時期は日華事変やモノハン事件など挙国戦時体判型卜
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こ
の
大
緑
地
造
成
に
関
す
る
議
決
案
は
、
昭
和
一
五
（
一
九
四
○
）
年
三
月
の
都
市
計
画
東
京
地
方
委
員
会
に
お
い
て
、
正
式
に
「
東
京
都
市
計
画
緑
地
」
と
し
て
決
定
さ
れ
た
。
こ
の
都
市
計
画
事
業
と
し
て
の
大
緑
地
事
業
の
理
由
書
は
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
た
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
〈
申
）
・ハー
で
国
民
意
識
昴
揚
が
強
調
さ
れ
た
時
期
で
あ
り
、
こ
の
記
念
事
業
は
全
国
に
お
い
て
大
々
的
に
行
わ
れ
た
。
昭
和
一
五
二
九
四
○
）
年
が
こ
の
紀
元
二
六
○
○
年
に
当
る
年
で
あ
り
、
東
京
府
に
お
い
て
は
「
東
京
府
紀
元
二
六
○
○
年
記
念
事
業
審
議
会
」
（
以
下
「
紀
元
審
議
会
」
）
が
前
年
の
昭
和
一
四
二
九
三
九
）
年
四
月
に
設
置
さ
れ
た
。
東
京
府
に
お
い
て
設
圃
さ
れ
た
「
紀
元
審
議
会
」
は
、
社
寺
境
内
整
備
問
題
と
環
状
緑
地
の
実
現
に
関
す
る
意
見
が
中
心
と
な
り
、
既
定
の
東
京
緑
地
計
画
上
の
大
公
園
を
中
心
に
置
き
、
環
状
緑
地
帯
を
造
成
す
る
こ
と
が
重
ね
議
論
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
は
、
「
郊
外
大
緑
地
ノ
造
成
ハ
現
下
ノ
情
勢
二
鑑
ミ
極
メ
テ
適
切
ナ
ル
記
念
事
業
ナ
リ
ト
認
ム
。
就
テ
ハ
更
二
進
ン
デ
別
途
帝
都
環
状
緑
地
帯
造
成
ノ
計
画
ヲ
樹
立
シ
政
府
卜
相
カ
シ
テ
其
ノ
完
成
ヲ
期
セ
ラ
レ
ン
コ
ト
ヲ
希
（蛇）
望
ス
」
と
い
う
内
容
で
委
員
長
の
知
事
に
報
告
さ
れ
た
。
こ
の
中
で
、
「
七
大
緑
地
」
の
造
成
事
業
を
中
心
事
業
と
し
て
位
置
づ
け
、
臨
時
東
京
府
会
、
都
市
計
画
東
京
地
方
委
員
会
の
識
を
経
て
、
昭
和
一
六
（
一
九
四
○
）
年
に
砧
、
神
代
、
小
金
井
、
舎
人
、
水
元
、
篠
崎
の
「
六
大
緑
地
」
（
合
計
面
積
六
三
七
烟
）
を
都
市
計
画
事
業
と
し
て
決
定
し
た
。
こ
の
「
紀
元
審
議
会
」
の
答
申
に
基
づ
い
て
可
決
さ
れ
た
こ
の
事
業
は
、
内
容
に
お
い
て
「
武
道
館
建
設
・
大
緑
地
造
成
・
造
林
」
の
三
大
事
業
を
「
紀
元
二
六
○
○
年
記
念
事
業
」
と
し
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
う
ち
、
大
緑
地
造
成
に
関
し
て
は
、
「
帝
都
ノ
郊
外
ヲ
環
ル
適
当
ナ
ル
位
置
二
七
箇
所
ノ
大
緑
地
ヲ
造
成
シ
府
民
ノ
保
健
衛
生
二
資
ス
ル
ト
共
二
有
事
ノ
際
帝
都
防
空
ノ
用
二
供
ス
ル
モ
ノ
ト
ス
」
と
さ
れ
、
施
設
概
要
に
お
い
て
一
箇
所
面
積
二
○
万
坪
か
ら
六
○
万
坪
と
し
て
、
全
体
面
積
約
二
二
○
万
坪
の
緑
地
を
買
収
し
、
地
域
内
に
は
必
要
な
施
設
を
行
う
こ
と
が
決
ま
っ
た
。
買
収
の
際
に
必
要
な
経
費
は
、
四
年
間
継
続
の
概
算
と
し
て
、
約
二
、
一
五
五万円が算定された。
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四
恩
賜
公
園
と
寄
付
公
園
関東大震災を前後とする大正一二（’九二三）年頃から、公園地の寄付・下賜が行われるようになった。その背景
としては、近代化の波とともに都市への人口移動が目覚ましいものとなり都市計画的な整備が本格化していなかった
ことから公園の整備状況が貧弱であったこと、すなわち、関東大震災を前後とする大正一一（一九二二）年末頃の東
京
の
人
口
は
、
す
で
に
三
九
八
万
人
余
り
と
な
っ
て
い
て
、
府
民
一
人
当
た
り
の
公
園
面
積
は
○
・
五
㎡
に
過
ぎ
な
か
っ
た
こ
と
、
お
よ
び欧米、とくにヨーロッパを中心とする近代的な都市公園制度の底に啓蒙主義的な思想が潜んでいたこと、従来の支
配階級による私有地の開放および公園としての利用が大正二（一九一三）年頃にはすでに存在していたことなどがあ
く髄）
げられる。そのうち、大正二（一九一一一一）年二月に明治天皇に殉じた乃木希典邸の遺志によって東京市に寄付され、
同（一九一三）年一二月には皇室より井の頭御料地が東京市に下賜され、最初の恩賜公園である「丼の頭恩賜公園」
（恥）
が
市
街
地
の
郊
外
公
園
と
し
て
開
設
さ
れ
た
。
また、大正一二（一九一一一一一）年頃の寄付公園は、安田善次郎の遺志によって、本処の邸地（約「五烟）および日
比谷公会堂の建設費などが東京市に寄付されたことを皮切りに翌年一三（一九二四）年には、皇太子殿下結婚記念と
法
》
エ
禧
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
八二
都市ノ空襲一一依ル禍害ヲ軽減シ併セテ市民ノ保健、衛生二資センガ為興二都市計画トシテ防空公園ノ決定ヲ見タルガ……帝都防
衛ノ用二供スルト共二平時二於テハ市民ノ保健、休養二利用シテ体肱叫ノ向上ヲハカラントスルモノニシテ……璽泉府知耶二於テ之
ヲ執行セントスルモノ光哩。
（鋼）
ここでは、東京における大緑地造成の目的が「帝都の防空」にあることを強調していた。
Hosei University Repository
二
九
二
決定した。
一
蕊
災
復
興
計
画
小
公
園
公園が制度的に設けられた明治六（’八七三）年以来児童専用の遊戯場が設置されるのは、明治一一一（一八七九）
（酌〉
年の上野公園内の遊器具が初めてであった。この上野公園において設置されたのは体操場、木馬、梯子などであるが、
器
具
だ
け
の
設
置
は
明
治
四
二
八
七
一
）
年
の
慶
応
義
塾
、
明
治
九
（
一
八
七
六
）
年
の
東
京
女
子
師
範
学
校
付
属
幼
稚
園
に
お
け
る
（鯛）
滑り（ロの設置の前例があった。その後、公園内における遊戯物の設置を通じて、児童公園用として本格的な利用が行
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
の
は
明
治
三
六
（
一
九
○
三
）
年
に
日
比
谷
公
園
の
一
部
に
児
童
遊
戯
地
区
が
設
置
さ
れ
て
か
ら
で
あ
る
が
、
公
園
の一部を児童用に設けたものであり、児童専用の公園ではなかった。しかし、日比谷公園の児童遊戯地区の設置から
五年後の明治四一二九○八）年に東京市役所に「公園改良委員会」が設置され、既設の公園に対する調査が行われ
た。その結果の報告によって公園内に運動器具を設置し、「児童ノ遊戯二供スル」ことが進められた。最初に児童專
（的）
用
の
公
園
が
設
け
こ
り
れ
た
の
が
御
茶
ノ
水
公
園
（
現
在
宮
本
公
園
）
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
東
京
市
区
改
正
が
進
む
に
つ
れ
、
明
治
四
四
二九一一）年「市区改正委員会」の中に「小公園調査委員会」が設置され、虎の門公園など八か所の小公園計画を
して、芝離宮・上野・猿江の三御料地計七一一一他余りが下賜された。同（一九二四）年一○月には三菱財閥の総師岩崎
久
弥
氏
に
よ
り
、
深
川
の
自
宅
の
一
部
が
寄
付
さ
れ
、
公
園
と
し
て
開
園
さ
れ
た
。
と
こ
ろ
が
、
大
正
一
一
一
（
一
九
二
三
）
年
の
関
東
大
震
災
以
後
、
公
園
の
必
要
性
が
高
く
認
知
さ
れ
に
つ
れ
、
本
格
的
な
公
園
造
成
が
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成〈二）（申）
八三
第
四
節
児
童
公
園
の
形
成
と
厚
生
行
政
の
展
開
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
八
四
（帥）
始まった。その計画的な公園計画の先鋒に「児童公園」が出現することになった。その後、大正一一一一（一九二四）年
五月に、東京市長永田秀次郎より、内務大臣水野錬太郎宛に小公園計画に関する要請が出された。その要請は特別都
市計画委員会において可決され、同年七月四日付「公園新設計画並之力事業執行決定方稟請」として決定された。こ
の決定によりはじめて小公園五二か所が計画されることになるが、その用地は「区画整理」という近代的都市計画に
おいて非常に重要な手法によって生み出すものとされていた。
内務省復興事務局の資料によれば、大正一三（一九二四）年の第七回特別都市計画委員会において可決された小公
園
新
設
に
関
す
る
決
定
内
容
は
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
「
小
公
園
五
三
か
所
を
区
画
整
理
事
業
に
よ
っ
て
生
み
出
す
こととし、地区の滅歩率が一割以下の場所の用地は無償、一割以上の場合は補職隈費を支払うこと」などであった。事
業費は総額で一千万円であり、璽星巾の事業としてその費用の三分の一を国庫》鯛肋するとのことであった。最終的な
（則）
総事業費は一、一二○○万円あまりであった。その結果、確保された用地は、①無償取得一か所、②補償費取得一四か
所、③換地取得三四か所、④市有地二か所、計五一か所であった。ところが、減歩により用地の無償提供であったた
（蛇）
め公園一か所あたりの平均面積は小さく、そのほとんどが児童公園程度の五百坪か三ｂ一千坪程度の規模であった。
この五二か所小公園の機能は、近隣の小学校校庭の延長として、時には運動場、遊び場として、または教材園とも
なるよう配慮された。すなわち、校庭とあわせて、空地面積の高率利用を数学的に計画したのである。この関東震災
の復興小公園事業において利用された区画整理地区における公園地留保の手法は、全国の各都市における小公園・児
（鍋）
童公園事業に著しい刺激を与一え、区画整理による公園地の留保は各地において行われるようになった。その後、都市
計画による区画整理小公園の新設が各地において行われ、昭和一一（一九三六）年三月の統計において、全国五四五
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二
公
園
児
童
掛
と
指
導
管
理
昭
和
一
五
二
九
四
○
）
年
に
、
璽
泉
市
市
民
局
の
公
園
課
に
一
つ
の
「
掛
」
と
し
て
「
公
園
児
童
掛
」
が
設
け
ら
れ
た
。
掛
長
以
下
三
一
名
の
掛
員
の
内
、
二
三
名
が
児
童
指
導
員
と
し
て
、
市
全
体
に
分
布
す
る
約
一
八
○
か
所
の
児
童
公
園
を
巡
回
し
な
が
ら
児
童
の
指
導
に
当
る
こ
と
と
な
っ
た
。
主
な
活
動
と
し
て
は
、
毎
月
一
五
○
回
以
上
に
お
よ
ぶ
子
供
会
を
開
催
、
月
ご
と
の
公
園
で
の
年
中
行
事
の
指
揮
監
督
な
ど
で
あ
っ
た
。
こ
の
公
園
児
童
掛
の
組
織
構
成
は
、
庶
務
、
研
究
作
業
、
指
導
部
、
連
絡
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
中
で
、
指
導
部
が
実
際
上
の
業
務
の
中
心
で
あ
っ
て
、
こ
の
指
導
部
は
本
部
と
各
支
部
に
分
け
ら
れ
て
い
た
。
本
部
に
お
い
て
は
、
「
全
般
的
な
計
画
及
び
統
制
、
研
究
、
遊
働
」
が
そ
の
中
心
的
事
務
で
あ
っ
た
。
各
支
部
に
お
い
て
は
、
そ
の
分
掌
区
域
内
の
特
設
児
童
遊
園
及
び
各
小
公
園
の
児
童
管
理
指
導
が
担
当
事
務
で
あ
っ
た
。
と
く
に
各
支
部
で
は
、
特
設
児
童
遊
園
に
常
時
的
に
指
導
員
を
配
置
し
、
毎
日
午
前
中
は
幼
児
の
、
午
後
は
一
般
児
童
の
指
導
の
他
、
毎
週
一
回
の
定
期
的
な
児
童
会
が
開
催
さ
れ
る
一
方
、
各
小
公
園
で
は
、
毎
（鰯）
曰五班の指導班が組織され巡回指導に当っていた。
と
こ
ろ
で
、
こ
の
時
期
、
児
童
遊
園
は
ど
の
よ
う
に
理
解
さ
れ
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。
明
確
な
概
念
や
定
義
が
存
在
し
な
い
の
が
こ
の
時期公園政策の特徴でもあるが、当時の児童遊園は、「子供たちへの理解と社会公共施設理念の発達とあいまって児
童遊園は発達してきた。とくに近来、健康の重要性が強調せられ社会教育の必要が認識せられて、児童公園は益々発
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
‐
｜
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
八
五
区
画
整
理
件
数
の
整
理
地
区
面
積
六
千
万
坪
の
中
、
公
園
留
保
地
は
一
一
二
万
坪
で
あ
り
、
昭
和
一
三
（
一
九
三
八
）
年
末
ま
で
の
公
園
（則）
留
保
地
の
面
積
は
一
八
○
万
坪
に
達
し
て
い
た
。
こ
れ
つ
り
の
土
地
区
画
整
理
に
よ
り
留
保
さ
れ
た
公
園
地
の
多
く
は
小
公
園
、
児
童
公
園
と
して整備された。
Hosei University Repository
三
児
童
遊
園
（
公
園
）
に
お
け
る
遊
戯
指
導
大正八二九一九）年に東京府庁社会課において、「東京府下における公園並に児童遊園の調査」が実施されるこ
とになった。これは、当時の東京府知事であった井上友一の命令によるものであった。その調査結果に基づき、大正
法
弩
圭
心
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
八六
展しつつある。すなわち、一般公園が単なる観蛍的立場から脱して教育保健の両面からも重要性を強調せられるよう
になったのと同じく、児童公園においても単に自由に遊ばせるというふうに止まらず、良い遊びを指導し団体的訓練
（鯛）
の機会ともしようとする積極的な過程に発展して来た」と説明されていた。この文章からは、児童公園が〈「までの児
童遊園との相違を明確に打ち出していることが伺える。そこには、遊園から公園へと機能的に変化せざるを得ない集
団主義的な考え方に対応する団体訓練歴指導の必要という社会状況があり、次のように集団的統制の考え方が明確にあ
ら
わ
れ
て
い
た
。
すなわち、児童に対する指導が必要な理由は、この集団的生活において必要である「統制」と「秩序」にあったの
である。
児童公園は公園であるから児童は自由に平等に利用して良いわけである。然し、そこには必ず共同生活としての統制と秩序がな
ければならない。統制と秩序があってこそ初めて理想的な利用が出来るのである。この個人的な自由は社会生活においては絶対に
容れられないのだということは幼少の時から訓練されなければならない。こうした意味からも児童公園の指導は重大である。団体
精
神
を
澗
養
す
る
こ
と
は
現
在
最
も
重
要
な
教
育
上
の
目
標
の
一
つ
で
あ
っ
て
、
あ
ら
ゆ
る
機
会
を
と
ら
え
、
あ
ら
ゆ
る
場
所
を
活
用
し
て
…
…
児
童
公
（ｗ） 
園のように大勢の子供が集まる場所が団体精神陶冶の場所として活用される事は非常に効果が大きい。
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児童遊園における遊戯指導は、大正二（一九一三）年の慶応義塾学監有泉義理作による「児童少年愛護会」の設立、
春
日
神
社
境
内
に
お
い
て
遊
戯
場
を
設
け
、
遊
戯
指
導
を
行
っ
た
例
が
あ
り
、
大
正
六
二
九
一
七
）
年
の
岸
辺
福
雄
ら
児
童
作
家
に
よ
る
虎
ノ
門
、
数
寄
屋
橋
両
公
園
に
お
け
る
児
童
遊
戯
の
指
導
の
例
も
あ
っ
た
。
と
く
に
、
行
政
に
よ
る
児
童
遊
園
で
の
遊
戯
指
導
の
先
例
としては、大正一一（’九二二）年に東京ＹＭＣＡの職員であった矢津春男が東京市の嘱託により毎週土、日曜日に
日
比
谷
公
園
の
児
童
公
園
で
児
童
の
遊
戯
指
導
を
担
当
し
た
こ
と
が
最
初
と
さ
れ
る
。
矢
津
は
そ
の
後
も
二
年
間
に
わ
た
り
児
童
に
対
し
遊
戯
指
導
を
行
い
、
専
任
児
童
指
導
員
が
公
園
に
配
属
さ
れ
た
最
初
と
な
っ
た
。
こ
の
児
童
指
導
に
お
い
て
は
、
①
遊
園
内
で
は
あ
く
ま
で明朗な正しい遊びをすることを児童と約束すること、②もっとたくさんの遊びの方法を教えること、③競技の指導
に
力
を
注
ぐ
こ
と
な
ど
が
工
夫
さ
れ
、
時
に
は
公
園
の
歌
な
ど
も
教
え
ら
れ
て
い
た
。
な
お
、
こ
の
児
童
の
遊
戯
指
導
に
つ
い
て
は
以
降
も
続
け
ら
れ
、
大
正
一
三
（
一
九
二
四
）
年
に
は
東
京
Ｙ
Ｍ
Ｃ
Ａ
の
末
田
ま
す
が
、
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
八七
九
二
九
二
○
）
年
に
、
「
府
下
に
お
け
る
公
園
並
に
児
童
遊
園
の
調
査
付
其
に
対
す
る
改
善
意
見
」
が
発
表
さ
れ
た
。
こ
の
調
査
命
令
は
、
大
正
八
二
九
一
九
）
年
都
市
計
画
法
の
制
定
に
と
も
な
う
制
度
整
備
の
中
に
公
園
が
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
た
か
ら
で
あ
り
、
こ
の
（卵）
時期すでに児童遊園に関する外国文献や事例の紹介により、児童公園の必要性は認識されていた。
し
か
し
、
大
正
八
二
九
一
九
）
年
の
「
都
市
計
画
法
」
の
制
定
と
と
も
に
児
童
公
園
が
小
公
園
の
一
部
と
し
て
分
類
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
「
遊
園
」
と
「
公
園
」
が
混
在
す
る
こ
と
が
多
か
っ
た
。
が
、
大
正
九
二
九
二
○
）
年
の
内
務
省
主
催
の
「
児
童
衛
生
展
覧
会
」
開
催
に
際
し
て
は
、
児
童
遊
園
関
係
の
出
品
物
が
列
挙
さ
れ
、
そ
の
中
に
は
「
児
童
遊
園
地
設
計
図
」
お
よ
び
児
童
遊
園
関
連
の
器
具
が
提
示
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
こ
の
児
童
遊
園
に
関
す
る
社
会
的
な
関
心
の
高
さ
は
、
児
童
遊
園
に
お
い
て
行
わ
れ
た遊戯指導にも現れていた。
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四
厚
生
省
所
管
の
児
童
遊
園
の
成
立
児童の遊戯場所としての児童公園は、一般公園計画においては小公園あるいは児童公園として独立したものが次第
に
、
普
通
公
園
、
近
隣
公
園
あ
る
い
は
運
動
公
園
の
中
の
地
割
り
な
い
し
施
設
と
し
て
の
児
童
遊
戯
の
区
画
や
施
設
な
ど
が
設
け
ら
れ
る
の
が
普
通
と
な
っ
て
き
た
。
ま
た
、
児
童
の
遊
戯
問
題
は
都
市
計
画
と
し
て
で
は
な
く
、
「
児
童
福
祉
」
と
い
う
社
会
事
業
の
面
か
ら
そ
（伽）
の
関
心
が
高
ま
っ
ていた。上述の児童遊園における遊戯指導は、この傾向の上にあったことがいえる。
こ
う
し
た
傾
向
は
、
と
く
に
大
正
期
後
半
に
お
い
て
顕
著
と
な
り
、
大
正
一
一
（
一
九
二
二
）
年
に
東
京
市
社
会
局
は
浅
草
区
御
蔵
前
片町に面積二○三坪の「御蔵前児童遊園」を開園した。また、翌年大正一二（一九二一一一）年に本所太平町の日蓮宗法
恩
寺
境
内
に
お
け
る
児
童
遊
園
の
開
設
、
大
正
一
三
（
一
九
二
四
）
年
に
は
牛
込
区
若
松
町
に
一
九
八
坪
の
「
水
野
原
児
童
遊
園
」
の
開
設が相次ぎ、社会局所管の児童遊園は三か所となった。これらの児童遊園は後に、都市計画による計画公園としてで
は
な
く
、
厚
生
省
所
管の児童遊園の原型として戦後に継承されていくことになる。
他方、昭和一三（一九三八）年頃からは「国民体位向上」の必要論が増大し、公園の機能を一気に転換させる重要
な
要
因
と
な
っ
た
。
そ
れ
は
、
戦
時
体
制
の
前
段
階
に
お
け
る
国
民
体
位
増
強
の
一
環
と
し
て
公
園
が
位
置
づ
け
ら
れ
、
体
力
向
上
の
た
めの施設としての運動場および児童遊戯場の増設機運が高まったことによるものであった。そのため、昭和一五（’
九四○）年には厚生省に体力局が新設され、社会体育を主管することとなった。また従来の文部省体育局は、学校教
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
璽
泉
市
嘱
託
に
よ
り
日
比
谷
公
園
に
勤
務
、
昭
和
二
（
一
九
二
六
）
年
に
は
内
田
二
郎
、
昭
和
五
（
一
九
三
○
）
（”） 
和七（一九一一一二）年には金子九朗が日比谷、上野公園に専任として勤務していたとされる。
八八
年
に
は
小
田
は
な
、
昭
Hosei University Repository
五
衛
生
行
政
に
お
け
る
「
公
園
」
都
市
に
お
け
る
公
園
が
「
公
衆
衛
生
の
施
設
」
で
あ
る
と
い
う
認
識
は
、
明
治
末
期
の
都
市
社
会
主
義
者
ら
の
議
論
に
見
ら
れ
た
が
、
公
園
が
衛
生
局
の
所
管
事
務
と
し
て
登
場
す
る
の
は
、
前
で
述
べ
た
よ
う
に
、
明
治
三
○
二
八
九
七
）
年
の
内
務
省
衛
生
局
の
「
分
課
規
定
」
（
一
○
月
二
五
日
付
官
報
第
四
二
九
六
号
）
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
そ
の
保
健
課
の
分
課
規
定
の
第
六
番
目
に
「
公
園
転
地
療
養
場
及
鉱
泉
場
二
関
ス
ル
事
項
」
と
記
さ
れ
て
い
る
項
目
や
、
明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
の
内
務
省
官
制
改
正
に
と
も
な
う
分
課
規
定
の
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
八
九
こ
の
戦
前
に
お
け
る
児
童
遊
園
な
ら
び
に
児
童
公
園
は
、
小
規
模
の
公
園
と
し
て
と
も
に
児
童
の
遊
び
場
の
提
供
と
い
う
役
割
を
果
た
す
も
の
で
あ
っ
た
が
、
戦
時
体
制
の
強
化
と
い
う
社
会
状
況
に
よ
っ
て
小
公
園
の
機
能
は
順
次
「
集
団
的
指
導
」
と
い
う
統
制
管
理
的
性
格へと変化し分離されていく。しかも、戦後の縦割りの行政によって児童の福祉的側面が強調された「児童遊園」は
「
児
童
福
祉
法
」
の
規
定
に
よ
り
厚
生
省
の
管
轄
に
、
ま
た
、
都
市
計
画
的
側
面
が
強
調
さ
れ
た
「
児
童
公
園
」
は
「
都
市
公
園
法
」
の
規
定
に
よ
り
建
設
省
の
管
轄
に
そ
れ
ぞ
れ
属
さ
れ
、
後
に
自
治
体
の
公
園
条
例
に
よ
っ
て
統
合
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
縦
割
り
の
行
政
の
中
、
異
な
っ
た
管
理
体
制
に
よ
っ
て
維
持
管
理
さ
れ
た
。
直後の昭和二二（一九四」
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
（川）
青
を
強
化
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
変
化
を
た
ど
っ
た
児
童
公
園
は
戦
後
に
な
っ
て
よ
う
や
く
本
来
の
目
的
に
添
っ
た
本
格
的
な
新
設
・
整
備
が
始
ま
る
が
、
そ
の
児
童
公
園
に
関
す
る
戦
後
の
重
要
な
変
化
は
、
「
都
市
施
設
」
と
し
て
の
児
童
公
園
の
設
置
が
都
市
計
画
的
な
問
題
か
ら
で
は
な
く
、
児
童
の
安
全
な
遊
び
や
福
祉
と
い
う
面
か
ら
要
求
さ
れ
た
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
の
変
化
は
、
終
戦
直
後
の
昭
和
二
二
（
一
九
四
七
）
年
に
法
律
第
一
六
四
号
「
児
童
福
祉
法
」
の
制
定
と
と
も
に
「
児
童
福
祉
施
設
」
が
義
務
づ
け
ら
れ
た
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○
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改定でも同様の規定が見られており、この時期を境に公園の取り扱いに関する事務の掌握は内務省の地理局から同衛
生局へ移行していたことがわかる。しかし、前述したように、明治三九（一九○六）年に出された訓令第七一二号に
よ
っ
て
、
公
園
設
置
に
関
し
て
は
内
務
省
へ
の
伺
い
は
不
要
と
さ
れ
、
そ
れ
以
後
中
央
に
お
い
て
各
府
県
の
公
園
の
実
状
は
掌
握
不
可
の
状態となった。公園の設置・変更・廃止の許可手続きを不要としたこの訓令は、公園の開設ならびに管理が主に地方
において自主的に行われており、衛生局が関与する直接的な理由は生じていなかったことによるものであった。
ところが、昭和に入り戦時体制の構築に向けての国民の体力向上が重要な政治的課題として登場するようになった。
その影響で、昭和一二（’九三七）年には「保健社会省」の新設が閣議決定された。その「保健社会省」の設置に関
す
る
説
明
文
に
は
、
「
国
民
ノ
健
康
ヲ
増
進
シ
…
…
国
民
精
神
力
及
活
動
カ
ノ
源
泉
ヲ
維
持
培
養
シ
産
業
経
済
及
非
常
時
国
防
ノ
根
本
ヲ
確立スルハ国家百年ノ大計……」と記され、あらゆる年齢層の体力づくりにとって公園・運動場が不可欠な施設であ
るという積極的な認識が全面に出るようになった。ここにおいて「都市計画」・「都市衛生」・「児童福祉」とは別途の
視点と機能をもつ公園が登場し始めたのであった。公園行政が衛生行政の一部分として組み込まれるこの時期におい
て公園が必要とされた理由は、都市環境の悪化への対応というよりは、戦時体制のために用意された広義の「衛生行
政
」
の
一
環
と
し
て
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
公
園
が
「
国
民
体
力
向
上
」
施
設
と
し
て
公
衆
衛
生
の
対
象
と
な
っ
た
こ
と
を
意
味
し
、
（叩）
それは第一次世界大戦を契機とした国策の範囲であった。
大正五（一九一六）年の「保健衛生調査会」の設置は、国家による国民健康管理の端緒となり、さらに昭和一三
（一九三八）年の「厚生省」の設置は、体力行政を通じた戦時体制の強化であり、公園緑地行政も中央集権的体制の
下で構造化された。この厚で生省体力局の設置により、運動公園・運動場の増設は「国民体力向上」という大義名分の
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あ
げ
ら
れ
て
い
た
。
六
厚
生
省
体
力
局
の
公
園
事
務
所
管
「
国
民
体
力
の
向
上
」
と
「
国
民
福
祉
の
増
進
」
の
二
大
目
標
を
掲
げ
て
厚
生
省
が
設
置
さ
れ
た
の
は
、
昭
和
一
三
（
一
九
三
八
）
年
（叩）
一
月
で
あ
っ
た
。
こ
の
厚
生
省
の
設
置
目
的
は
、
「
凡
そ
国
民
の
健
康
を
増
進
し
以
て
其
の
精
神
力
及
活
動
力
を
充
資
す
る
と
共
に
各
種
（川）
社会施設を擴充して国民生活の安定を固ることは、国力発展の基礎を為すものであることは更めて一室ふ迄もない」と
説明されていた。この厚生省の設置に積極的であったのは陸軍であった。昭和一二（’九三七）年六月に近衛内閣が
出
来
た
際
、
陸
軍
は
近
衛
内
閣
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
重
要
な
条
件
と
し
て
、
国
民
の
体
力
を
向
上
さ
せ
る
新
し
い
省
の
案
と
し
て
作
っ
て
お
り
、
近
衛
首
相
が
そ
の
実
現
を
約
束
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
陸
軍
は
、
近
衛
内
閣
が
誕
生
す
る
以
前
か
ら
徴
兵
検
査
の
成
績
な
ど
を
通
じ
て国民の体力が甚だしく劣等になりつつあることを痛感していたのだが、従来の政治家がこの一番大切な国民の保健
（価）
衛生に冷淡であることを憂慮し、一つの政策として厚生省の新設を考一えていた。そのため、行政機関に散在している
保健衛生を総合統一し新省を設け、科学的に国民の体力と精神を鍛え上げる行政機関の設置にむけての第一私案とし
て、昭和一二（一九三七）年三月頃「衛生省案要綱」を陸軍省内部においてまとめていた。当初の要綱案には、各省
より衛生省へ移管合併すべき事項を取り上げていた。すなわち、内務省の所管事務のうちからは、衛生局・社会局に
おいて処理していた事務一般が、文部省からは大臣官房体育課の所管事務一般がそれぞれ移管されるべき事務として
下で全国において積極的に行われた。以下においては、厚生行政の一環として都市公園の機能がどのように変化して
い
く
の
か
そ
の
内
容
を
み
る
こ
と
に
す
る
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
三
）
（
申
）
九
一
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その後、この「衛生省案要綱」は、昭和一二（一九一一一七）年六月に「保健社会省」案を経て、昭和一三（一九三
八）年一月「厚生省」として誕生した。すなわち、内務省の社会局および衛生局は合体し厚生省となって内務省から
分離し、従来から衛生局にあった体育行政は厚生省の体力局として昇格して、体位の向上を図ることとなった。この
体力局は国民体力を主管し、文部省は学生体育を主管した。厚囑生省の組織は、大臣官房・体力局・衛生局・予防局・
社会局・労働局・職業部などによって組織されていたが、公園関係の事務所管は「体力局施設課」であった。この施
（噸〉
設課の所管事務は、①国立公園其の外公園に関する事項、②体育向上施設に関する事項であった。
他方、「体力局」の掌握事務としては、①国民体操の普及徹底・国民大衆の供用すべき運動場体育館など体育向上
施
設
拡
充
、
②
国
民
に
適
当
な
休
養
お
よ
び
運
動
の
機
会
便
宜
を
与
え
、
こ
れ
を
奨
励
す
る
た
め
公
園
緑
地
、
運
動
場
、
海
水
浴
場
、
キャンプ場その他都市農村に適応する奨健施設の整備拡充を図るとともに、③温泉の保護およびその保健利用に関す
る方策を樹立し、④とくに国立公園内外の交通設備、簡易宿泊施設その他各種利用施設の拡充をはかることなどが取
（、〉
り上げられていた。また、厚生省の衛生行政において公園および体育施設に関する事務を所管する「施設課」の目標
と
役
割
は
、
次
の
よ
う
な
説
明
に
集
約
さ
れ
て
い
た
。
国民体力に関する国家の施策は非常に広範に亘り、消極的衛生の外衣食住及環境の改善、労働の質と時間とに関する問題、其の
他の各種経済社会問題等考慮すべき事項は甚だ多いが、就中我が国の実状に照して最も大なる欠陥と認められるものの一つは、体
育、運動、休養等に関する施設の欠如している点である。之等施設の充実設備は夙に英、米、燭、伊、其の他の各国政府の施政の
賛
蹟
に
徴
し
て
も
、
一
日
も
等
閑
に
附
す
る
こ
と
も
許
さ
ぬ
重
要
案
件
で
あ
る
。
すなわち、健全にして興味ある大衆的体育運動ならびに休養の施設を充実することは、国民の体力だけではなく、
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し
か
し
、
公
園
の
種
類
に
お
い
て
取
り
上
げ
ら
れ
た
児
童
公
園
、
運
動
公
園
、
休
養
公
園
に
関
し
て
、
こ
れ
ら
の
区
別
は
、
施
設
の
内
容における「程度の差」であり、判然たる区別はないとした上で、運動公園・休養公園はその大きさからして中公園
に
属
す
る
べ
き
も
の
で
あ
り
、
お
よ
そ
一
万
坪
以
上
を
標
準
と
し
、
誘
致
半
径
は
約
八
、
九
町
位
で
あ
る
こ
と
を
述
べ
て
い
た
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
「
体
育
運
動
」
施
設
に
基
づ
く
、
国
民
体
力
向
上
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
「
国
、
府
県
、
市
町
村
そ
の
他
諸
団
体
等
に
於
し
て
互
い
に
協
力
し
て
根
本
策
を
樹
立
し
、
統
制
あ
る
計
画
に
基
づ
き
実
行
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
し
、
国
民
全
体
を
対
象
と
し
た
計
画
の
樹
立
を
強
調
し
て
い
た
。
言
い
換
え
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
体
育
運
動
施
設
が
全
国
的
に
分
布
さ
せ
る
た
め
に
は
、
国
土
計
画
・
地
方
計
画
・
都
市
計
画
の
中
に
各
種
施
設
を
織
り
込
み
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
十
分
の
土
地
の
留
保
な
ら
び
に
設
置
維
持
に
要
す
る
経
費
の
確
立
が
国
民
体
力
向
上
の
資
源
の
問
題
と
し
て
配
慮
し
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
と
く
に
、
土
地
問
題
よ
り
先
に
必
要
な
財
源
の
確
保
が
強
調
され、「使用料・国又ハ府県補助金・受益者負担金・課税（新目的税の新設）・起債などに関して官民が速やかに対策
（噸）
を
樹
立
す
べ
き
で
あ
る
」
と
の
主
張
が
な
さ
れ
て
い
た
。
国
防
・
保
安
・
経
済
・
教
化
な
ど
に
頁
献
す
る
処
が
非
常
に
大
き
い
も
の
で
あ
る
と
の
認
識
か
ら
、
そ
の
重
要
性
が
強
調
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
公
園
は
こ
れ
ま
で
の
単
独
と
し
て
の
性
格
か
ら
、
「
体
育
連
動
施
設
」
の
一
部
と
し
て
の
位
置
づ
け
へ
と
変
化
さ
れ
た
の
で
（鯛）
あ
っ
た
。
そ
の
変
化
の
理
由
は
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
た
。
現
在
広
く
一
般
公
衆
の
連
動
、
休
養
、
教
化
等
の
目
的
を
以
て
設
置
さ
れ
て
い
る
公
園
も
其
の
初
め
は
公
衆
の
静
的
休
養
の
場
所
と
し
て
う
ま
れ
た
の
だ
が
時
代
の
要
求
は
漸
次
こ
れ
に
諸
種
の
体
育
運
動
施
設
を
併
置
す
る
こ
と
と
な
り
、
後
に
は
遂
に
諸
種
の
体
育
運
動
施
設
を
中
心
と
し
て
こ
れ
を
造
園
的
に
取
り
扱
っ
た
連
動
公
園
、
児
童
公
園
等
の
投
極
を
見
る
に
至
っ
た
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
九
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こ
の
通
達
の
内
容
か
ら
、
大
正
期
に
お
い
て
も
運
動
場
に
関
す
る
認
識
は
高
く
、
政
府
も
当
時
一
般
社
会
体
育
を
所
管
し
て
い
た
内
務
省
衛
生
局
を
通
じ
て
外
国
の
運
動
場
の
紹
介
や
実
際
プ
ー
ル
の
設
計
な
ど
に
努
力
し
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。
ところが、この時期の運動場ないし体育競技施設は、政府よりはむしろ各種競技団体が中心で民間において活発に
行われていた。各種運動大会の開催に従って造られた大競技場、野球場等は電鉄会社の営業収入増大の手段として設
けられたのが目立っていた。ちなみに、この「運動場」に関する法的規定は、前述のとおり、大正八二九一九）年
の「都市計画法施行令」上の第二一条規定「鉄道、軌道、運河、……運動場、市場、……ハ都市計画法第一六条第一
項ノ規定ニ依り之ヲ指定己という規定において最初に現れていた。すなわち、公園とは別途に都市計画施設として
計
画
を
定
め
、
事
業
を
行
う
こ
と
が
法
文
上
可
能
で
あ
っ
た
が
、
公
園
と
運
動
場
と
の
都
市
計
画
法
上
の
区
別
は
明
確
な
も
の
で
は
な
かった。この「運動場」の概念は、後の昭和四三（’九六八）年の都市計画法の改正の際、法文上から削除され、
（川）
「公共空地」の中の「その他」に含まれることになる。
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
九
四
七
「
全
国
地
方
運
動
奨
励
事
務
主
任
者
打
ち
合
わ
せ
〈
芒
と
国
庫
補
助
大正一五（一九二六）年内務省衛生局主宰の「全国地方運動奨励事務主任者打ち合わせ会」が開催され、衛生局長
発
地
方
長
官
宛
に
「運動場施設の普及に関する件」が次のように通達された。
都
会
地
に
お
け
る
運
動
場
施
設
の
欠
如
は
、
小
児
な
ら
び
に
一
般
市
民
の
健
康
保
持
増
進
上
甚
だ
遺
憾
と
な
る
所
に
付
、
各
位
は
之
が
投
腫
の
促
進
に
尽力せしめられたく、尚ほ都市農村を通じ大小各種連動競技場の建設は、該地方民をして之を利用し心神の鍛錬に親しましむるの
みならず、青年男女をして剛健敢為の気風を酒養せしむる上に極めて有効ならんと認むるに依り、設計に際し輪奥の美を競ふなく、
（川）
必要なる限度の施設に止め経費を節し適切なる方法により其実現を期するに努められたし。
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昭和七（一九一一一二）年の満州事変の勃発以降、昭和一三（一九三八）年にかけて戦時色が濃厚になるにつれ、国民
の
「
体
力
増
強
」
と
い
う
要
望
が
一
段
強
く
な
り
、
学
生
体
育
は
も
ち
ろ
ん
国
民
全
体
の
社
会
体
育
が
国
策
と
し
て
急
浮
上
し
て
き
た
。
と
は
い
え
、
公
園
政
策
が
全
く
無
視
な
い
し
放
棄
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。
国
民
の
体
位
・
体
力
の
増
進
や
向
上
が
目
的
で
あ
る
な
ら
ば
、
運
動
公
園
を
つ
く
り
、
そ
の
中
に
体
育
施
設
を
設
け
る
方
法
も
多
く
の
公
園
関
係
者
に
よ
っ
て
強
調
さ
れ
た
が
、
公
園
よ
り
は
運
（胴）
動場の設置が優先された。このような状況に対して、一‐運動場を本位とするときは動々もすれば自然の風致を破壊し
若
し
く
は
公
園
の
本
旨
を
没
却
す
る
如
き
状
態
を
も
惹
き
起
こ
し
易
き
場
合
が
多
い
か
ら
、
あ
く
ま
で
も
公
園
を
本
位
と
し
て
連
動
競
技
場
を
そ
の
う
ち
に
於
て
行
ひ
得
る
如
き
場
所
を
設
く
る
こ
と
に
努
む
く
き
で
あ
る
」
と
い
う
批
判
な
ど
も
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
こ
の
時
期
欧
米
に
お
い
て
ス
ポ
ー
ツ
を
奨
励
し
、
多
く
の
運
動
場
や
競
技
場
を
建
設
し
て
い
て
日
本
に
お
い
て
も
、
そ
の
傾
向
が
強
く
な
っ
て
い
る
こ
と
を
勘
案
し
た
考
え
で
あ
っ
た
が
、
一
般
世
論
は
公
園
よ
り
は
む
し
ろ
運
動
場
な
ど
の
体
育
施
設
の
建
設
に
流
れ
て
い
た
。
つ
ま
り
、
こ
の
時
期
は
、
衛
生
や
休
養
と
い
っ
た
「
平
常
時
の
公
園
」
の
機
能
よ
り
、
実
際
の
社
会
情
勢
の
中
で
は
「
非
常
時
の
機
能
」
が
優
先
さ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
九五
厚
生
省
の
設
置
同
時
、
公
園
は
実
際
上
運
動
場
と
同
様
に
「
国
民
体
位
向
上
」
の
た
め
の
重
要
施
設
の
一
つ
と
し
て
認
識
さ
れ
た
が
、
そ
の
後
の
社
会
情
勢
の
変
化
は
公
園
よ
り
は
運
動
場
の
設
置
に
そ
の
重
点
が
傾
い
て
い
た
。
こ
の
変
化
は
、
昭
和
一
四
、
一
五
年
の
厚
生
省の運動場設置に関する地方への国庫補助から読み取れる。すなわち、厚生省の運動場施設に関する国庫補助金は、
昭
和
一
四
二
九
三
九
）
年
に
は
仙
台
市
他
人
口
一
○
万
人
以
上
の
一
四
市
に
新
設
運
動
場
に
対
し
て
は
四
○
万
円
、
既
設
体
育
施
設
の
改
良
費
と
し
て
一
○
万
円
が
補
助
さ
れ
、
補
助
金
の
総
額
は
五
○
万
円
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
昭
和
一
五
二
九
四
○
）
年
に
は
、
旭
川
市
の
他
一
一
市
に
総
額
二
三
万
円
の
補
助
が
行
わ
れ
た
。
こ
の
運
動
場
な
ら
び
に
体
育
施
設
に
対
す
る
国
庫
補
助
は
戦
争
へ
の
突
入
と
同
時
（腿）
に廃止された。
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
九六
れていく、いわゆる「公園機能の転換期」であった。
公
園
の
設
置
が
国
策
の
一
環
と
し
て
組
み
込
ま
れ
る
こ
の
過
程
に
お
い
て
、
公
園
は
国
民
の
体
力
・
精
神
の
健
全
化
と
そ
の
向
上
の
た
めの体育施設として「施設化」されていた。ここにおいて、江戸以降の遊園的機能は完全に失われ、「施設」として
の
公
園
の
観
念
が
成
立
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
「
営
造
物
公
園
」
と
呼
ば
れ
る
施
設
観
念
と
し
て
の
都
市
公
園
の
誕
生
で
あった。
耐
）
日
本
公
園
百
年
史
刊
行
会
、
前
掲
密
、
一
九
七
八
ａ
、
一
七
八
頁
。
（ｕ）「明治末期における東京の人口はすでに二七○万人を越えていたが、当時の公園面積は一六○ｍ弱で明治初期の太政官布達制定当
時の一一一一○妃に比べ四○年の間、わずか三○埴の増加にとどまり、三倍に増加していた人口に対し公園面積は一人当たり○．六烟にす
（９）［ 
表記。
（
１
）
佐
藤
畠
『
日
本
公
園
緑
地
発
達
史
（
上
）
』
都
市
計
画
研
究
所
、
一
九
七
七
、
二
○
頁
。
以
下
、
佐
藤
、
前
掲
練
、
一
九
七
七
ａ
、
で
表
記
。
（
２
）
佐
藤
、
前
掲
番
、
一
九
七
七
ａ
、
二
○
～
一
一
三
頁
。
（３）東京都『璽泉の公園一一○年」’九八五、三三六頁。
（４）大霞会編『内務省史』（｜）原書一房、’九八○、三三○頁。
（
５
）
東
京
都
『
東
京
の
公
園
一
二
○
年
」
一
九
九
五
、
四
五
七
頁
。
（６）東京都、前掲書、一九九五、四五八頁。
（
７
）
佐
藤
、
前
掲
書
、
’
九
七
七
ａ
、
二
二
頁
。
（８）佐藤、前掲書、一九七七ａ、一一三頁。その後、昭和一二（’九三七）年一○月官房都市計画課は計画局となり、昭和一六年（一
九
四
一
）
国
土
庁に含まれ、都市計画の公園所管は昭和二二（一九四七）年一二月内務省解体まで国土局計画課の所管であった。ただし、
地盤国有の公園の土地については、昭和三（’九二八）年以後官房会計課の所管として内務省の解体まで残った。
（９）日本公園百年史刊行会「日本公園百年史」（総論）、一九七八、一七七頁○以下、日本公園百年史刊行会、前掲書、一九七八ａ、で
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ぎ
な
か
っ
た
」
東
京
部
、
前
掲
轡
、
一
九
九
五
、
二
二
頁
。
（
皿
）
田
村
は
、
当
時
大
都
市
整
備
の
た
め
に
準
用
し
た
墓
凧
市
区
改
正
条
例
の
不
十
分
さ
か
ら
都
市
を
総
合
的
に
雛
術
す
る
一
般
法
と
し
て
成
立
し
た
旧
都
市
計画法について、次のようにその問題点を指摘している。①総合性の欠如、②都市自治の否定、③財政措磁の欠如。田村明『現代都市
読本』東洋経済新聞社、’九九六、三六～一一一七頁曇また、越沢は、日本の那市計画が震災や戦災という災害の後でしか実行されな
かった原因を「政府自体に都市計画に対する認識がない状態で……法制化を実現した」ことにあると指摘している。越沢明『東京の都
市計画」岩波書店、一九九一、七頁。他方、建設省監修の『公園緑地マーーュァル』においてはこの都市計画法の成立と公剛・緑地制度
に関して次の二点を強調している。「①地域地区制が初めて熱人され、用途地域、風致地区および風紀地区の規定が設けられた。②土
地区画整理の制度が緋地整理法の螂川という形で導入されたこと」建設省監修日本公園緑地協会編『公園緑地マーーュァル』（改訂平成
一○年版）一九九九、一○頁・
両
）
超
沢
、
前
掲
櫛
、
一
九
九
一
、
六
頁
。
（Ｍ）佐藤、前掲溌、’九七七ａ、一七八頁。
両）大霞会編、前掲懇、’九八○、一九三頁。
（旧）飯沼一省「都市計画の理論と法制」良書普及会、一九二七参照。
（
Ⅳ
）
越
沢
明
「
公
園
緑
地
計
画
の
展
開
と
近
代
日
本
都
市
計
画
」
『
都
市
計
画
』
日
本
都
市
計
画
学
会
、
一
九
九
二
、
一
九
頁
。
（旧）丸山宏『近代日本公園史の研究』思文閥、一九九四、一○五～一○七頁。
（旧）丸山、前掲轡、一九九四、一○八頁。
（鋤）この協譲の詳細は、『都市公論・一二（七）、’九一九参照。
（別）丸山、前掲護、一九九四、二五～一二○頁。特に一一源頁の表五「府県別遊園表」参照。
（躯）丸山、前掲僻、一九九四、一一二頁。表四「大正一○年公圃私闘調査表」の項目参照。この大正一○〈一九二一）年の「公剛私圃
調査票」の目的項目には、智育教化以外に鑑賞、娯楽、遊覧者招致などがあり、当時公圃の目的を明確に表している。
（澱）日本造園学会編『ランドスケープの展開」（ランドスヶープ大系①）技報堂出版、一九九六、三七頁。
（鰹）昭和八（一九一九）年の都市計画主任管会議の内容については、『公園緑地」二（七）、一九三八、三三頁参照》
（班）虫泉部、前掲聾、一九八五、三一一一七頁。
（
妬
）
大
田
諏
吉
「
大
東
京
公
園
緑
地
の
発
展
史
と
二
十
年
の
回
顧
」
『
都
市
公
舗
』
第
一
八
巻
、
一
九
三
八
参
川
。
都
市
公
剛
政
策
の
歴
史
的
変
避
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
九七
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（
型
佐
藤
、
前
掲
書
、
一
九
七
七
ａ
、
一
七
四
頁
。
（
鋼
）
関
東
大
震
災
以
前
に
も
都
市
計
画
に
よ
る
区
画
整
理
事
業
は
あ
っ
た
が
、
公
園
用
地
の
無
償
提
供
は
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
震
災
後
の
復
興
事
業
に
よ
っ
て
は
じ
め
て
公
園
用
地
の
無
償
提
供
の
実
例
を
示
し
、
当
時
の
五
二
小
公
園
の
用
地
は
す
べ
て
が
区
画
整
理
の
減
歩
に
よ
っ
て
生
じ
た
土
地
で
あ
っ
た
。
こ
の
土
地
区
画
整
理
に
よ
る
公
園
用
地
の
無
価
提
供
は
こ
こ
で
原
型
が
つ
く
ら
れ
た
。
佐
藤
、
前
掲
灘
、
’
九
七
七
ａ
、
一
七
七
頁
。
（
翌
佐
藤
、
前
掲
書
、
一
九
七
七
ａ
、
一
七
五
頁
。
（鉛）．塁泉府施行の大公園三か所の設計上における特色は、それぞれアメリカのシカゴ市における公園を規範としたことである。すな
わ
ち
、
芝
生
や
花
壇
の
地
割
、
幾
何
学
的
列
植
、
曲
線
圃
路
の
組
み
合
わ
せ
な
ど
が
影
響
さ
れ
て
い
た
。
他
方
、
東
京
市
施
行
の
小
公
卿
五
二
か
所
の
投
計
に
は、ドイツや北欧の公園が規範であった。建築的な雛形の地剖の中に外周の轍緑樹による四～六メートル巾の防火植栽、独立樹の列植
を持った広場と建築的なパーゴラを配極するプレイロットと、その巾のブランコ・滑り台・砂場などはその後の璽魏において投肚され
る児童公閲の原型となった」墓潔都、前掲轡、一九九五、二四頁。
（訂）一九二四年に復興局長官官房計画課が発行した『公圃及休養娯楽施設論』（原著者、二言色己切の目の（三目３の）の中に、この近隣
公
園
の
紹
介
が
あ
り
、
同
年
の
内
務
省
の
「
公
園
計
画
基
本
案
」
に
も
、
公
圃
の
駈
類
の
一
つ
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
た
。
こ
の
訳
瞥
の
中
で
、
と
く
に
注目される点は、「公園の発達は、都市計画の附随的事業ではなく、都市洲画の欠くべからざる本質的要素である」と、都市における
公閲の意義を明砿に述べているところである。復興局長官官房計画課『公園及休鍵娯楽施股論』一九二四、二七頁。
宛）「内務省都市計画局第二技術課私案」、各菰資料においては「私案」と「試案」とが混用されて使われているが、原文から見て正砿
（鍋）佐噸、前掲桝、一九七七ａ、’六八頁。
〈
型
前
島
康
彦
『
東
京
公
園
史
話
』
墓
泉
都
公
園
協
会
、
一
九
八
九
、
’
四
七
頁
・
（
釦
）
帝
祁
復
興
院
『
帝
都
復
興
院
参
与
回
速
記
録
（
第
二
回
巨
よ
り
。
（瓠）池田宏遺稿刊行会編『池川宏都市論築」一九四○、四○二～四○三頁。
（
翌
当
初
復
興
院
総
裁
で
あ
っ
た
後
藤
新
平
が
個
人
的
に
考
え
て
い
た
公
園
鮒
画
の
総
馴
業
徴
約
一
億
一
千
八
百
万
円
、
都
市
公
剛
五
か
所
、
近
隣
公
卿
五
か
所
、
児
童
公
園
八
○
か
所
合
計
一
○
○
万
坪
に
比
べ
れ
ば
、
予
算
は
一
○
分
の
一
で
あ
る
一
、
五
○
○
万
円
で
、
面
欲
は
五
分
の
一
で
あ
る
一
八
万
四
千
坪
に
（”）復興院の弧
九九一を参照。
過ぎなかったとされる。
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
九八
復興院の投倣と組織、辮縦内容およびその過程については、禰岡駿治『璽鼎の復興計画：都市再開発行政の柵造』日本評論杜、
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には「私案一が正しいと思われることから、ここでは、「私案」として統一して表記した。
（羽）佐藤昌「日本公園緑地発達史』（下）、一九七七、’六～一七頁。以下、佐藤、前掲書、一九七七ｂ、で表記。なお「公園計画基本
案
」
の
全
文
は
『
都
市
公
論
」
七
（
七
）
、
一
九
二
四
に
そ
の
詳
細
が
掲
峨
さ
れ
て
い
る
の
で
参
照
さ
れ
た
い
。
（⑭）前島、前掲書、’九八九、一四九頁。
（狐）北村徳太郎「新しい区画整理と其の空地および修景問題」「都市公論一一六（六）、’九三三、一一一一五頁参照。
（蛆）佐藤、前掲書、一九七七ａ、二八六頁。
雨
）
佐
藤
、
前
掲
繊
、
一
九
七
七
ａ
、
一
七
八
頁
。
、
）
日
本
公
園
百
年
史
刊
行
会
、
前
掲
脅
、
一
九
七
八
ａ
、
一
八
四
頁
。
（妬）内務大臣官一房都市計画課『都市計画要覧二）』一九二七、一四七頁。
（妬）北村、前傾論文、’九三三、一一一一五～一三六頁。
（
辺
東
京
都
、
前
掲
番
、
一
九
九
五
、
五
頁
。
（蛆）「パークシステム（で画『汚の】②｛の日）とは、公園緑地と広幅員街路の系統（勺四『訂、勺陣『云二■扇餌ゴー、。このご口己⑭舌戸Ｃ目）を略した
都再計画の用語であり、都市公園整備の一手法である。’九世紀半ばにアメリカにおいて誕生したパークシステム（や胃【ぬ］召のョ）
は
、
二
○
世
紀
都
市
計
画
の
進
行
と
と
も
に
都
市
計
画
の
一
環
と
し
て
多
く
の
都
市
に
適
応
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
公
園
緑
地
と
広
幅
員
街
路
を
系
統
的
に
結
び
つ
け
た
基
幹
整
備
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
計
画
的
な
市
街
地
の
開
発
を
誘
導
し
良
好
な
自
然
環
境
を
有
す
る
緑
地
の
保
全
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
空
間
の
整
倣
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
」
日
本
造
園
学
会
編
、
前
掲
轡
、
一
九
九
六
、
一
○
六
頁
。
（蛆）アメリカにおける都市公園の展開について、本稿ではもっとも重要だと思われる「公園系統（勺貰六の舌（日））」の概略的な説明だ
け
で
割
合
す
る
が
、
こ
の
ア
メ
リ
カ
の
公
園
系
統
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
石
川
幹
子
の
著
作
お
よ
び
日
本
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
協
会
監
修
・
余
暇
問
題
研
究
所
編『アメリカの公園・レクリエーション行政、その歴史的背景と研究』不味堂出版、一九九九を参照されたい。
（
印
）
急
激
な
都
市
化
と
そ
れ
に
よ
っ
て
拡
大
す
る
都
市
を
計
画
的
に
整
備
す
る
手
法
と
し
て
採
用
さ
れ
た
公
園
系
統
は
、
そ
の
成
立
の
経
緯
や
特
質
か
ら
五
つ
の類型に分類される。①防災都市計画形（シカゴ）、②新市街地の基盤整備型（ポストこ、③自然環境保全型（ミネアポリス、セント
ポ
ー
と
、
④
新
興
都
市
建
設
型
（
カ
ン
ザ
ス
・
シ
テ
ィ
ー
）
、
⑤
広
域
都
市
計
画
型
（
ボ
ス
ト
ン
の
広
域
パ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
）
な
ど
が
そ
れ
で
あ
る
。
日
本
造
園
学
会
編
、
前
掲
響
、
一
九
九
六
雨
一
一
○
～
一
一
二
頁
。
（
印
）
片
岡
安
『
現
代
都
市
之
研
究
」
建
築
工
芸
協
会
、
一
九
一
六
、
二
一
四
頁
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
（
申
）
九
九
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
一○○
（
皿
）
上
原
敬
二
『
都
市
計
画
と
公
園
』
林
泉
社
、
一
九
二
四
、
一
○
七
頁
。
（
鋼
）
ア
メ
リ
カ
の
大
都
市
に
お
け
る
こ
の
「
公
園
系
統
」
に
関
迎
す
る
紹
介
は
、
当
時
の
都
市
計
画
お
よ
び
公
園
関
係
の
議
論
に
お
い
て
頻
繁
に
登
場
し
て
い
た
。
そ
の
代
表
的
な
も
の
を
拾
っ
て
み
れ
ば
、
大
正
七
二
九
一
八
）
年
の
田
村
剛
の
「
造
園
概
論
」
、
大
正
九
二
九
二
○
）
年
の
折
下
吉
延
の
一
都
市
と
公
園
計
画
」
、
大
正
一
○
（
一
九
二
一
）
年
の
渡
辺
鉄
蔵
の
「
都
市
の
自
然
化
」
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
佐
藤
、
前
掲
書
、
一
九
七
七
ａ
、
二
一
頁
。
こ
の
中
で
、
田
村
剛
と
折
下
吉
延
は
、
本
多
静
六
、
上
原
敬
二
と
と
も
に
直
接
公
園
行
政
に
関
わ
る
関
係
者
の
立
場
と
な
り
、
昭
和
初
期
の
井
下
清
、
北
村
徳
太
郎
な
ど
は
戦
前
公
園
行
政
を
担
当
し
た
人
物
で
あ
っ
た
。
（別）内務大臣官房都市計画課、前掲轡、一九二七、一四四頁。
（弱）北村、前掲論文、一九三二、四五～四七頁。
（
邪
）
上
原
、
前
掲
轡
、
一
九
二
五
、
四
頁
。
（
師
）
否
決
の
理
由
は
「
土
地
に
関
す
る
制
度
は
、
極
め
て
電
大
な
問
題
で
あ
る
。
…
…
政
府
が
近
く
土
地
増
価
税
と
な
る
も
の
を
、
勅
令
を
も
っ
て
制
定
し
よ
う
と
し
て
い
る
が
、
そ
れ
は
も
っ
て
ほ
か
の
措
圃
と
い
わ
ね
ば
な
ら
ぬ
」
で
あ
っ
た
。
大
霞
会
、
前
掲
書
、
一
九
八
○
、
二
○
一
頁
。
（
記
）
上
原
、
前
掲
書
、
一
九
二
五
、
一
○
～
二
六
頁
お
よ
び
狩
野
、
一
九
三
一
、
’
七
一
～
一
七
二
頁
（
明
）
日
本
公
園
百
年
史
刊
行
会
、
前
掲
轡
、
一
九
七
八
、
二
二
頁
。
（帥）内務大臣官房郁市計画課、前掲轡、一九二七、一一一二～一三二頁。
（
創
）
佐
藤
、
前
掲
轡
、
一
九
七
七
ａ
、
二
○
頁
。
こ
の
会
議
に
お
い
て
示
さ
れ
た
公
園
計
画
案
は
、
「
内
務
省
都
市
計
画
局
第
二
技
術
課
私
案
」
で
あ
り
、
剛
語
や
公
園
の
計
画
論
的
考
え
が
見
ら
れ
、
当
時
多
く
の
公
園
計
画
に
関
係
し
て
い
た
公
園
担
当
技
師
の
北
村
徳
太
郎
だ
ろ
う
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
北
村
徳
太
郎
は
、
公
園
計
画
の
理
論
化
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
人
で
あ
っ
た
。
詳
細
は
、
故
北
村
徳
太
郎
氏
記
念
会
編
「
国
土
計
画
と
緑
地
問
題
」
、
一
九
六
五
お
よ
び
北
村
徳
太
郎
生
誕
百
年
記
念
委
員
会
編
『
北
村
徳
太
郎
公
園
緑
地
論
文
集
・
一
日
本
公
園
緑
地
協
会
、
一
九
九
五
を
参
照
さ
れ
た
い
。
（蛇）佐藤、前掲識、’九七七ａ、二六頁。「公園系統（Ｆ『穴三ご）」に関して、大正五（一九一六）年の片岡安の「現代部市之研究」、
大
正
七
（
一
九
一
八
）
年
の
田
村
剛
、
大
正
八
（
一
九
一
九
）
年
の
武
居
高
四
郎
、
大
正
九
二
九
二
○
）
年
の
折
下
吉
延
、
大
正
一
○
（
一
九
二
一
）
年
の
渡
辺
鉄
蔵
な
ど
の
紹
介
が
な
さ
れ
て
い
た
。
と
く
に
、
大
正
一
○
（
一
九
二
二
年
の
渡
辺
に
よ
る
「
公
園
系
統
」
の
紹
介
は
相
当
詳
細
な
も
の
で
あ
り
、
公
園系統の必要性に関する意見は璽要性を持つものであった。
（閉）佐藤、前掲轡、一九七七ａ、三一○頁。
ａ）「土地区画整理とは、都市計画区域内一定範囲の土地の区域において、土地に関する所有権などの権利に交換分合その他の変更を
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〈
己
東
京
都
『
璽
駁
の
公
園
九
○
年
』
一
九
六
五
、
八
三
頁
。
（市）都市計画璽鼎地方委員会編『都市計画東京地方委員会記録』一九三○参照。
（而）東京緑地計画協鍛会一総『東京緑地計画叩風景地・行楽道路』（同『東京緑地計画決定事項集録（二）』）一九三七、一五三～一五九
頁。「景園地」は、原始地域ないし風景地域に合致した緑地概念であった一方、「環状緑地帯」は産業地域ないし都市地域に適合した緑
都
市
公
翻
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
二
）
（
申
）
一○一
加え、必要な公共施設の用地を収得し、公共施設の新設または改良を行うとともに、公共施設用地以外の宅地を整然と区画することに
よって、市街地の総合的な整備を行う手法である」下出義明編『土地区画整理法加講』〈第二版）、一九八三、二頁。
（
髄
）
下
出
、
前
掲
撫
、
一
九
八
三
、
三
～
五
頁
。
（“）佐藤、前掲轡、一九七七乱、二九四頁。
（師）これらの辮査投緋標準の案は、通達などによるものではなく、昭和二（’九二七）年に開かれた「都市計画主任官会議」で配布さ
れ
た
資
料
の
形
式
を
と
っ
て
い
た
。
そ
の
会
議
に
お
い
て
、
区
画
整
理
に
お
い
て
得
ら
れ
る
用
地
を
「
公
剛
地
」
に
充
て
る
こ
と
へ
の
理
解
に
苦
し
ん
で
い
た
ことが、その後内務省宛の照会から伺える。
〈
館
）
佐
藤
、
前
掲
課
、
一
九
七
七
ａ
、
二
九
八
～
二
九
九
。
（
ぬ
）
日
本
公
園
百
年
史
刊
行
会
、
前
掲
瞥
、
’
九
七
八
ａ
、
二
二
○
頁
。
（
四
前
島
、
前
掲
懇
、
一
九
八
九
、
一
七
七
～
一
七
八
頁
。
（Ⅶ）一「繩延（なわのび）とは、①延ばした繩の長さ、②実際の段別が従前の検地帳に誕赦された段別よりも多いこと。また、町検地し
て余分の段別を測り出すこと。竿延び」『広辞苑』〈新村編）、’九七一、一六七八頁。
（ね）佐藤、前掲書、一九七七ａ、二九九頁および北村、前傾論文、一九一一一三、一三四～一五三頁参照。
（
ね
）
話
は
糊
る
が
、
大
正
一
三
（
一
九
二
四
）
年
に
近
代
都
市
計
画
史
上
大
き
な
出
来
事
が
、
ア
ム
ス
テ
ル
ダ
ム
で
行
わ
れ
て
い
た
。
田
園
都
市
の
発
案
者
で
知
ら
れ
る
エ
ベ
ネ
ザ
・
ハ
ー
ワ
ド
が
率
い
る
、
国
際
田
圃
部
市
お
よ
び
那
市
汁
画
迎
盟
の
第
八
回
国
際
会
縦
二
九
五
八
年
か
ら
は
国
際
住
宅
・
祁
市
計
画
会
雛
に
改
称
Ⅱ
弓
出
宅
）
が
行
わ
れ
、
世
界
の
各
地
に
お
い
て
急
速
に
膨
服
し
続
け
て
い
る
、
巨
大
都
市
化
の
懸
念
か
ら
「
七
ケ
条
宣
言
」
が
採
択
さ
れ
た
。
こ
の
「
七
ケ
条
」
宣
言
は
、
単
な
る
宣
言
の
次
元
を
超
え
、
以
降
の
都
市
膨
張
に
対
す
る
、
強
力
な
影
響
力
を
持
っ
た
計
画
思
潮
と
し
て
定
着
し
た
。
そ
の
七
ケ
条
と
は
、
①
都
市
ス
プ
ロ
ー
ル
に
対
す
る
警
告
、
②
衛
星
都
市
の
意
義
、
③
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
論
、
④
自
動
車
交
通
の
発
展
、
⑤
迎
担
都
市
（８目『ず島○二）の抑制、⑥地方計画の弾力性、⑦都市および地方計画における計画決定主義を内容とするものであった。佐藤、前掲
撫、一九七七ａ、三三○～三一一一一頁。
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（皿）前島、前掲轡、一九八九、二二五頁。
（閉）前島、前掲癖、一九八九、二二七頁。
（別）林淡「襲夙市防空公圃耶業に就いて」「公園緑地』二（九）、一九三八、一四～一六頁。
届）関東大震災を前後とし公園地の寄付行為が多くなった理閥について『東京都の公園一二○」では次のように説明している。「
①明
治末期から第一次世界大戦にかけて、富国強兵の政策から工業化が進み、都市の急激な成長が進むなか、公園の必要性が順次認識され
は
じ
め
た
、
②
一
方
、
財
源
不
足
か
ら
公
園
の
耀
徽
は
進
ま
ず
、
都
市
の
人
口
期
に
追
い
つ
け
な
い
状
況
で
あ
っ
た
、
③
関
東
震
災
が
公
園
の
認
識
を
高
め
る
結
果
と
な
っ
た
一
東
京
都
、
前
掲
譜
、
’
九
九
五
、
二
四
頁
。
（船）璽泉部、前掲書、一九九五、二四～二五頁。
（師）東京都、前掲書、’九八五、五六頁。
〈胡）佐藤、前掲笹、一九七七ｂ、七二頁。
〈開）はじめて児童遊園に関する汁画を立てたのは東京市であり、その股初の計画案は明治四三（一九一○｝年に東京市公園改良委員会
法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
一○二
地概念であり、それぞれの概念傾城は今日の緑地体系の柱となっている。殿園地の計画は同時に行楽道路の計画を必要とし、環状緑地
帯の計画には大公園、小公園区の計画が不可欠であった。この鍵園地および環状緑地帯計画はともに「地域割」の考え方に基づいてお
り
、
地
域
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
分
担
が
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
構
想
の
中
に
意
外
と
は
っ
き
り
連
携
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。
行
）
東
京
都
、
前
掲
醤
、
一
九
六
五
、
八
八
頁
。
（沼）その他に、臨時委員として神奈川県土木部郁市計画課長、埼玉県内務部土木課長、千葉県内勝部土木課長、東京鉄道局迎輸課長、
東
京
瞥
術
惜
令
部
員
、
内
務
省
東
京
土
木
出
張
所
員
を
役
職
委
員
と
し
て
い
た
。
ま
た
、
協
議
会
の
下
に
は
、
総
会
拠
出
の
原
案
を
作
成
す
る
幹
率
会
が
あ
り
、
委
員
会
は
計
画
の
要
点
を
繊
決
す
る
機
関
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
原
案
に
関
す
る
調
整
は
幹
醐
会
を
中
心
に
行
わ
れ
、
委
員
会
に
か
け
ら
れ
る
原
案
の
精
度
は
高かったと考えられる。佐藤、前掲徴、一九七七ａ、一一一七三～三七四頁。
（
ね
）
前
島
、
前
掲
鱒
、
一
九
八
九
、
二
一
七
～
二
一
九
頁
。
（帥）玉越勝治「改正防空法と緑地」『公園緑地』六（一）、一九四二、五頁。
（
巴
木
村
英
夫
『
都
市
防
空
と
緑
地
・
空
地
』
日
本
公
園
緑
地
協
会
、
一
九
九
○
が
詳
し
い
。
他
に
は
同
「
内
勝
省
時
代
の
都
市
計
画
」
『
都
市
計
画
」
第
一
四四号、「惠泉緑地計画特集」『公園緑地』三（二、一一一合併号）、「東京大緑地特集」『公園緑地』四（四）などにその詳細が救っている
ので参照されたい。
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（Ｍ）丸山、前掲灘、一九九四、一四九頁および日本造園学会、前掲響、一九九六、六八～六九頁。
（伽）厚生省の設置過程に関しては、大霞会、前掲書、一九八○、二二三～二二四頁参照。
奴）沼佐隆次『厚生省読本』（戦前期社会事業基本文献集第四七巻）日本図響センター、’九九七、序。
（脳）大霞会編、前掲瞥、一九八○、二二三～二二五頁。
価）沼佐、前掲潜、一九九七、五一～五二頁。
都市公園政策の歴史的変遷過程における一’機能の社会化」と政策形成（二）（申）
が東京市区改正委員会に提案し可決された「小公園二関スル建議案」であった。その詳細な内容については、日本公園百年史刊行会、
前掲書、一九七八ａ、一七五頁以降参照。
〈帥）東京都、前掲響、一九七五、三九頁。
（辺前島、前掲襟、一九八九、一五八頁。
（蛇）内務省復興事務局『帝都復興事業誌（土木編）』、一九三一、一四八頁。
（兜）里泉部、前掲響、一九八五、六五頁。
（則）佐麟、前掲護、一九七七ａ、三○四頁。
弱）末囲ます「児童公園」朝野蝸牛編『江戸絵から書物まで』所収（上笙一郎編『日本子ども歴史叢書一九」、久山社、一九九七、’
一九～一二二頁。また、末田ます「兒童公園』清水譜房、一九四二参照。
（妬）末田、前掲轡、一九九七、一三九頁。
（
辺
末
田
、
前
掲
書
、
一
九
九
七
、
一
四
二
頁
。
（
翌
佐
藤
、
前
掲
書
、
一
九
七
七
ｂ
、
八
一
～
八
二
頁
。
（
四
佐
噸
、
前
掲
槽
、
’
九
七
七
ｂ
、
七
五
頁
。
（川）佐噸、前掲轡、一九七七ｂ、七六頁および璽凧都、前掲響、一九七五、四○頁。
（皿）佐藤、前掲書、一九七七ｂ、八二頁。厚生省は、この昭和一五（’九三○）年から自治体の学校体育に対する国庫補助金を出すこ
とにしたが、その内容は人口一○万以上の都市に対して「児童通勤場」の用地斑および設備費の五分の一を国庫補助とするものであっ
た。昭和一五（一九四○）年度には、全国一五都市、四○か所、国臓補助金額計一六万四千円あまりで行われたが、この国駆補助は昭
和一六（一九四一）年の第二次世界大戦突入により中止となった．石原耕作「我が国における児童公園の現況」『公園緑地」十一（三）、
一九四九、一二～一五頁。
○ 
＝ 
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法
学
志
林
第
一
○
○
巻
第
三
号
一○四
（Ｍ）丸山、前掲轡、一九九四、一五○頁。
（剛）そのための施股は次のように区分された。「甲、公共的施投、①公翻及邸公圃、公衆ノ迎勁、休縫教化霧ノ凧二供スル馴地一一シテ
国又ハ公共団体ガ簡理スルモノ、②学校植物園・社寺苑・公棚私圃・基苑等公剛二単ズルモノ、③体育迎勤施設、公衆ノ体育述勅一一ノ
用二供スル施設、指導機関ヲ有シ体操ノ外数菰ノ体育連勤設備ヲ総合セル屋内施設。乙、非公共的施設、①園地、迎吻、休獲、教育等
ノ川二供スル園地一一シテ営利ヲ目的トスル、②園地又ハ特定人ノ用二供スルモノ。③体育迎動施設、体育迎吻ノ用二供スル側地ニシテ
樹
利
ヲ
目
的
ト
ス
ル
施
設
又
ハ
特
定
ノ
用
二
供
ス
ル
モ
ノ
」
沼
佐
、
前
掲
灘
、
一
九
九
七
、
五
二
～
五
三
頁
。
（型丸山、前掲譜、一九九四、一四九～一五四頁。
、
）
佐
藤
、
前
掲
緋
、
一
九
七
七
ｂ
、
五
八
頁
。
、
）
佐
藤
、
前
掲
懇
、
一
九
七
七
ｂ
、
五
七
頁
。
（皿）佐藤、前掲書、一九七七ｂ、六二頁。
、）当時、運動場の必要性とその意義に関する文献としては以下のものが参考になる。田村剛「近代公園と運動場の新傾向」『公衆衛
生』四四（九）、一九二五および「都市の迦動公園」『都市問題』二三（二）、’九一一一六、佐藤昌「運動公園設計雛礎としての迎動場規
格」『都市公論』一四（八）、一九三一》北村徳太郎「欧米各国迎動競技場視察記」一・公園緑地』’（一’六）、’九三七、石神印子郎
「国留による迎動場の助成」『公園緑地』三〈一○）、一九三九。
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